平成 26 年 11 月 2 日 
岩手 県 農林 水産 部 
県 産 米 を タ 巡る 状況 に つい て 


1 本 県 農業 に お ける 米 の 位置 付け 
農業 産出 額 に 占め る 米 産出 額 の 割合 は 約 26% 




































































畜産 の 内 訳 
T = | BE s z D i 
口 口 A 園芸 | 肉 用 牛 乳 JÆ 豚 鶏 その 他 そ 他 让 
産出 額 件) 406 | 1, 334 209 234 | 268| 616 7 82 | 2,476 
構成 比 9 16.4 | 53.9 8. 4 9.5 | 10.8 | 24.9 0.3 3.2 | 100.0 
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出 所 : 平成 24 年 農業 産出 額 及 び 生 産 農業 所 得 (平成 25 年 12 月 25 日 農林 水産 省 ) 










































































2 米 の 年 間 消費 量 (国民 1 人当たり) の 推移 
消費 量 は 昭和 37 年 度 の 118. 3kg を ピー ク に 、 少 子 ・ 高 齢 化 や 食 の 多様 化 等 に より ほぼ 半減 
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80.0 : - 56. 9kg (平成 25 FE) 
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出所 : EH (農林 水産 省 ) FE 


3 平成 26 年産 米 の 概算 金 


県 産 米 主 力 品 種 の ひと め ぼ れ は 、 AI MM 
(単位 : 円 / 玄 米 60kg) 

H26 H25 H24 H23 H22 
ひと め ぼ れ 8, 400 11, 200 12, 500 10, 500 8, 700 
出 所 : 全農 岩手 県 本 部 
※ 概算 金 と は 、JA が 農家 か ら 米 を 引き 取る 際 に 、JA か ら 農 家 に 文 払わ れる 一 時 金 の こと 。 米 の 需給 量 な どか ら 最 終 的 な 販売 


人 格 を 予測 し 、 全農 県 本 部 が 決定 する (例年 9 月 上 旬 頃 )。 確 定 さ れ た 販売 価格 が 概算 金 を 上 回 れ ば 、 そ の 差額 (精算 金 ) が 
JA か ら 農 家 に 支払 われ る 。 


4 人 
(1) 26 年 産 米 の 価格 が 概算 金 と 同等 に 低下 する と し た 場合 の 影響 額 は 人 る 約 140 億 円 
(2) 米 販 売 額 の 減少 額 か ら 、 ee ie Oki どの 販売 収入 が 標準 的 収入 を 下 
っ た 場合 に 、 そ の 差額 の 9 割 を 補填 する 制度 ) 交付 額 約 50 億 円 を 控除 し た 直接 的 な 影響 額 は 
全 90 億 円 
(3) 直接 的 な 影響 額 (490 億 円 ) か ら 、 他 産業 へ 波及 する 間接 的 な 影響 額 は 人 442 億 円 と 試算 され 、 
本 県 の 地域 経済 に 与え る 影響 額 は 全体 で 4132 億 円 


米価 下落 収入 減少 影響 緩和 地域 経済 へ て の マイ ナス 波及 効果 


影響 額 〇 対策 交付 額 ② 直接 効果 ⑳=①-⑨ 間接 効果 ④ HO+® 
A140 億 50 億 円 全 90 億 円 全 42 億 円 A132 億 円 






















































































































































































































































































こし 








「 食 べ よ う ! いわ て の 美味 し い お 米 。」 運 動 の 展開 に つい て 


(25) 
岩手 県 及び いわ て 純情 米 需 要 拡 大 推進 協議 会 は 、 米 の 消費 減少 や 価格 低迷 な ど 、 米 を 取り 


巻く 環境 が 厳し さ を 増す 中 、「 食 べ よ う ! いわ て の 美味 し い お 米 。」 を キャ ッ チ フレ ー ズ に 、 
県 産 米 の 消費 や 需要 を 喚起 する 県 民 運 動 を 展開 し ます 。 
1 趣 E 
米 の 消費 減少 や 価格 低迷 な ど 、 米 を 取り 巻く 環境 が 厳し さ を 増す 中 で 、 稲 作 農家 の 不 
安 を 解消 し 、 本 県 農業 を 元気 に する た め 、「 食 べ よ う ! いわ て の 美味 し い お 米 。」 を キャ 
ッ チ フレ ー ズ に 、 県 民 の 皆様 に 県 産 米 の 消費 や 埋 要 を 喚起 する 運動 を 展開 し 、 オ ー ル 岩 
手 で 本 県 の 米 づ くり を 応援 する 機運 を 醸成 する 。 






































2 キャ ッ チ フレ ー ズ ・ イ メー ジ キ ャ ラク ター 
「 食 べ よ う ! いわ て の 美味 しい お 米 。」 





3 実施 期間 ii 
平成 26 年 10 H~ いわ て の 美味 し い お 米 。 
4 運動 の 主体 
岩手 県 民 














5 運動 の 推進 主体 
m 岩手 県 ( 庁 内 に 各部 局 等 で 構成 する プロ ジェ クト チー ム を 設置 (事务 局 : 流通 課 ) ) 
=m いわ て 純情 米 順 要 拡 大 推進 協議 会 (会 長 : 小原 敏文 県 農林 水産 部 長 ) 






































6 運動 の 展開 イメ ー ジ 
(1) 運動 の 周知 
m キャ ッ チ フレ ー ズ や イメ ー ジ キャ ラク ター を 使用 し た 運動 の 周知 
m 各種 広報 ・ 広 告 媒体 を 活用 し た 情報 発信 
(2) 取組 の 実践 ( 例 ) 
m 園児 ・ 児 童 等 を 対象 に し た お に ぎり 教室 の 開催 等 (HE, RARE) 
m 各種 イベ ント ・ フ ェ ア 等 で の 県 産 米 PR 等 (イベ ント 主催 者 ( 諾 業 関係 機関 ・ 団 体 も 含む ) 等) 


















































































































































7 県 産 米 の 生産 ・ 販 売 対策 

本 県 が 米 主 産地 と し て の 地位 が 確保 され る よう 、 本 年 度 中 に 、「 い わ て の 美味 し い お 米 
生産 ・ 販 売 戦略 (仮称 )」 を 策定 し 、 コ スト 低減 や 食味 向上 な どの 生産 対策 や 、 実 需 者 の 
新規 開拓 や 県 オリ ジ ナ ル 新 品種 の ブ プラ ンド 化 な どの 販売 対策 を 強化 











食べ よう 1! いわ て の 美味 し い お 米 。」 紧急 宣言 (F) 


米 は 、 古 より 多彩 な 食 丈 化 を 培い 、 県 民 の 命 と 若 ら し を 支え て き 
た 作物 で あり 、 洲 つて すり は 、 eres 支え る 基幹 産業 の 一 つと し 
て 、 ま た 美しい 県 土 や 豊か な 自然 環境 を 肥 む 基盤 の 一 つと し て 、 重 
要 な 役割 を 季 た し て きま し た 。 


し か し 現在 、 消 細 の 減少 な ど に より 、 平 成 26 年 の 県 産 米 の 概算 金 
は 過去 最低 と な り 、 米 価 が 下 洛 する な ど 、 茂 し い 環境 に 置か れ て い 
ます 。 こ の まま で は 、 米 づく り の 胡 退 を 招き 、 さ ら に は 人 和信 品 減少 や 
地域 コミ ュ ニ ティ の 月 壊 に つなが る な ど 、 本 県 の 社会 ・ 経 済 全般 に 
R&EUBBELRIETIUORMSANET, 


この たび 、 EB PRIAHACYOPSe LIN, F-VEF ORAS 
eee ee ae mee es 


いま こそ 、 私 た ち 自 身 が 、 全 国 ト ッ プ クラ ス の 品質 と 美味 し さ を 
BAZYbCOEKORB SOULS EARL, AAKTHREA?-R 
っ て いく と き で す 。 

いわ て 未来 づく り 機 構 は 、 こ の 運動 に 医 同 し 、 そ れ ぞ れ の 主体 が 
ROE RRMA RRAIR) MELE CT, ROOD ERRL, B 
FORN LIET males Be ee Seles tees 


平成 26 年 11 月 2 日 


いわ て 未来 づく り 機 構 





© 国 へ の 提言 ~ 国 を 挙げ て 行う べき 対策 の 提言 ~ 


O 人 口 減 少 は 、 県 と し て 全力 で その 対策 に 取り 組む 必要 が ある が 、 自 然 減 、 社 会 減 と も に 、 国 
の 政策 に 大 きく 影響 を 受け る も の で あり 、 国 が 地方 重視 の 政策 を 強力 に 推進 する こと が 必要 
O 今後 、 あ ら ゆ る 機会 を 捉え て 国 に 対し 要望 提案 し て いく 。 
ぐ 全 般 的 事項 > 
・ 使途 の 自由 度 の 高い 交付 金 等 の 創設 
・ 地 方 重視 の 経済 財政 政策 の 実施 
・ 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 事業 を 応用 し た 取組 


く 個 別 事項 (自然 減 対策 ) > 
・ 地域 少子 化 対策 強化 交付 金 の 恒久 化 
・ 乳幼児 医療 費 助成 等 の 全国 一 律 化 
・ 妊産婦 の 地域 ケア 体制 の 整備 
・ 贈与 税 の 非課税 制度 の 要件 緩和 
・ 妊娠 ・ 出 産 に よる 不利 益 取 り 扱い の 禁止 の 徹底 
・ 多様 な 就労 形態 を 可能 と する 制度 の 創出 
フレ ックス な 働き 方 の 促進 
育児 休暇 後 の キ ャ リア アッ プ 支 援 


ぐ 個 別 事項 (社会 減 対策 ) > 
・ 高等 教育 機関 の 地方 分 散 
・ 地方 大 学 へ の 支援 
・ 企業 の 本 社 機能 の 分 散 
・ 地方 が 行う 企業 誘致 制度 へ の 支援 
・ 創業 へ の 支援 
・ 国際 交流 人 口 の 拡大 
・ 速達 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク 整備 ・ 利 用 促進 の 支援 


@ 今後 の 取組 平成 26 年 度 に これ か ら 実施 する こと < 


O 本 中 間 報 告 は 、 今 後 、 有 識者 の 方 々 等 か ら 御 意見 を いた だ き 、 市 町 村 と 意見 交換 を 行い 、 更 


に 検討 を 加え て いく た め の 土 台 と な り 、 内 容 を 充実 させ て いく も の 

・ 中 間 報 告 の 施策 の 方 向 性 に 沿っ て 検討 を 進め 、 で きる も の か ら 順 次 実施 
・ 中 間 報 告 を 基 に し て 市 町 村 、 民 間 等 と 意見 交換 

・ 岩手 県 総合 計画 審議 会 か ら 御 意見 を 頂く 

・ 国 に 対す る 提言 


・ 国 の 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 」 の 動向 等 を 踏ま そえ 、 国 か ら 策定 が 求め られ る 本 県 の 人 口 
ビジ ョ ン や 、 中 間 報 告 で 取り 上 げた 自然 減 対 策 、 社 会 減 対策 に 加え 、 各 産業 の 生産 性 の 向上 


や 、 人 口 政策 全体 に 通ずる 人 づく りや 女性 の 社会 進出 促進 支援 等 の 課題 に つい て も 検討 
・ 地域 特性 や それ ぞ れ の 課題 に 応じ た 対応 方 向 の 検討 























問い 合わ せ 先 : 岩手 県 政策 地域 部 政策 推進 室 政策 担当 
電話 019-629-5508 











人 口 問題 に 関す る 中 音 告 ps 


@ 人 口 問題 に 関す る 中 間 報 告 に つい て r 


O 本 県 の 人 口 は 、1996 年 〈 平 成 8 年 ) の 141 万 9 千 人 を 境 に 翌年 以降 減少 し 続け て お り 、 人 口 
問題 は 長年 県 政 に お ける 最 重 要 課 題 の りー つ 。 

O 「 人 口 問題 に 関す る 中 間 報 告 」 は 、 人 口 問題 に 関す る 課題 の うち 、 本 県 の 人 口 統計 等 の 客観 
的 デー タ に 基づき 、 特 に 早急 か つ 重 点 的 に 取り 組ま な けれ ば な ら な い 

① 少子 化 に 歯止め を か ける た め の 対 策 

② 人 口 流出 を 防ぎ 還流 を 促す 対策 
を 中 心 に まとめ た も の 。 

O 今後 、 民 間 の 方 々 や 市 町 村 の 御 意見 を 伺い な が ら 、 さ ら に 中 長期 か つ 総 合 的 な 視点 に 立ち 、 
本 県 に お ける 人 口 問題 に 関す る 総合 的 な 施策 を 検討 し て いく 。 


全国 的 に 公表 され て いる 推計 


o 国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 に よる 本 県 人 口 予測 


本 県 の 人 口 の 見 通し 




















一 2040 年 に は 93.8 万 人 まで 減少 















































22 32 52 
(2010) (2020) (2040) 


m 年少 人 口 m EFA SEA 一 年 少 人 人 口 割合 一 生産 年 齢 人 口 割合 ~@ 一 老年 人 口 割 合 


O 本 県 人 口 は 2010 年 の 133 GAAS, 2040 年 に は 93.8 万 人 (A29. 5%) まで 減少 する と 予測 
O 生産 年 齢 人 口 は 2040 年 に は 47.6 万 人 に な り 、 ム 約 32 AA (A40. 5%) と 大 幅 減少 の 予測 


@ 日 本 創成 会 議 が 示し た 岩手 県 に お ける 消滅 可能 性 都市 --27 市 町 村 が 消滅 と 推計 


O 平成 26 年 5 月 に 発表 され た 日 本 創成 会 議 ・ 人 口 減少 問題 検討 分 科 会 の 推計 に よれ ば 、 岩 手 県 
に お ける 消滅 可能 性 都市 は 27 市 町 村 。 う ち 15 町 村 は 人 口 1 万 人 を 切り 、 消 減 可 能 性 が 高い と 
され る 。 

・ 27 市 町村 三 富 古 市 、 大 舱 渡 市 、 久 慈 市 、 中 野市 、 一 于 市 、 陆 前 高 田 市 、 鑫 石 市 、 二 户 市 、 
NEFT, BUNT, RAN, SSH, BSF, ANH, SANSA, BARAT, 
画 住 田町 、 画 大 棚町 、 画 山田 町 、 画 岩泉 町 、 画 田野 畑村 、 画 普代 村 、 画 軽米 町 、 
田野 田村 、 画 九戸 村 、 画 洋 野 町 、 画 一 戸町 





X E: 消滅 可能 性 が 高い と され る 町 村 




















人 口 減少 の メカ ニズム 


1 若年 女性 人 口 の 減少 と 出生 率 の 低迷 (HRM) 


1549 歳 女性 人 口 (1960 年 (昭和 35 年 ) ニ 1 OO) と 合計 特殊 出生 率 (ua 
2.40 
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・ 若年 女性 人 口 の 減少 に より 、 短 期間 に 出生 率 が 向上 し て も 、 出生 数 の 増加 に 


つなが る 年 齢 層 の 女性 人 口 の 増加 まで 長期 間 必 要 


・ 本 県 の 合計 特殊 出生 率 は 1980 年 代 以 降 、 人 口 置換 水準 の 2.07 を 下回り 、 近 
年 若干 の 改善 は 見 られ る も の の 、2013 年 は 1.46 と 低迷 (全国 平均 1.43) ( 図 2) 


過去 30 年 間 の 岩手 県 の 社会 増減 数 と 有効 求人 倍率 全国 差 の 推移 
PINE TOTARA  MSINWA LE 


・ 本 県 の 社会 減 は 、18 歳 の 進学 ・ 就 職 期 、22 歳 前 後 の 就職 期 に 顕著 で あ 
り 、 特に 22 歳 前 後 で は 、 女 性 の 社会 減 が 大 きく な っ て いる 。 ( 図 3) 
・ こ の 人 口 の 社会 減 の 波 は 、 本 県 と 全国 の 有効 求人 倍率 の か い 離 幅 と 相 
関 が み られ 、 経 済 状況 が 社会 増減 に 影響 する と 考え られ る 。 ( 図 4) 








1 当面 の 基本 的 な 方 向 


基本 的 な 方 向 性 


ー 出 生 率 と 若者 の 人 口 流出 ・ 呈 流 促進 対策 > 
O まず 、 本 県 の 人 口 減少 の 大 き な 要 因 と な っ て いる 
① 出生 率 の 低迷 へ の 対策 
② 若年 層 を 中 心 と し た 人 口 流出 ・ 中 流 促 進 対策 
を 強化 する 必要 


2 沿岸 部 に お ける 人 口 減少 対策 
へ 本格 復興 の 推進 


O 地域 に よっ て 喫緊 か つ 多 様 な 課題 を 抱え て お り 、 東 日 
本 大 震 災 津波 の 影響 が 大 きい 沿岸 部 で は 、 ふ る さと を 
消 減 さ せな いよ う 本 格 復興 を 強力 に 推進 


3 総合 的 な 人 口 減少 対策 の 展開 


O 人 口 減少 は 、 複 合 的 な 要因 で 生じ て いる も の で あり 、 
対症 療法 的 な 対策 で は な く 、 総 合 的 な 施策 展開 が 必要 
O 自然 減 へ の 対応 に は 県 民 の ライ フス テー ジ に 応じ た 支 
援 の 強化 を 、 社 会 減 へ の 対応 に は 就職 期 の 流出 防止 と 
UI ター ン の 推進 、 本 県 の 魅力 発信 と 移住 支援 を 推進 


4 市 町 村 と の 協力 
市 町 村 支 援 ・ 協 働 体制 の 強化 


O 人 口 減少 対策 は 、 地 域 づ くり を 担う 市 町 村 と の 連携 が 
不可 欠 

O 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 (H26. 7 設置 ) 等 を 通じ 
て 、 市 町 村 と の 連携 を さら に 強化 し て いく と と も に 、 
広域 振興 局 を 中 心 に 積極 的 な 支援 体制 の 構築 を 検討 


5 県 民 総 参 加 の 取組 
県民 運動 に よる 人 口 減少 対策 の 展開 ~ 


O 人 口 減少 は 、 行 政 の み で 解決 で きる 問題 で は な く 、 民 
間 の 方 々 と と も に 県 民 運 動 的 に 展開 し て いく 必要 

O 企業 や 団体 の 方 々 に は 、 子 育て し や すい 労働 環境 の 整 
備 等 を は じ め 、 若 者 な ど に と っ て 魅力 的 な 岩手 と な る 
よう な 取組 に 引き 続き 理解 と 協力 を 要請 

O 県 内 教育 機関 に は 、 本 県 で 活躍 で きる 人 材 の 育成 に 
引き 続き 取り 組む と と も に 、 学 生 に 対し 、 活 躍 で きる 
場 と し て の 岩手 の PR や 県 内 企業 の 紹介 な ど を 要請 


施策 の 方 向 性 
1 自然 減 へ の 対応 


ン ラ イフ ステ ー ジ に 応じ た 支援 強化 て 
O 子育て を 社会 全体 で 幅広 く 支 えて いく た め 、 今後 制定 を 予 
定 し て いる 「 い わ て の 子ども を 健やか に 育む 条例 (仮称 ) 」 
の 趣旨 に 沿っ て 、 結 婚 か ら 出 産 ・ 子 育て に 至る ライ フス テー 
ジ に 応じ た 支援 を 推進 
< 结婚 支援 > 
と 縁結び の アド バイ ザー の 設置 な ど に よる 結婚 を 支援 する 体制 の 整備 
と 児童 生徒 を 対象 と し た ライ フ デ ザイ ン セ ミナ ー の 開催 GE 
く 妊 娠 ・ 出 産 支援 > 
と 妊産婦 を ケア する 拠点 の 設置 (市 町 村 ) 
と 不妊 治療 支援 の 充実 な ど 
< 子育て 支援 > 
> 子育て サ - 外 情報 交換 会 の 開催 、 子 育て 交流 サ 人 ト 等 に よる 交流 機会 の 創設 
> 多様 な 保育 施設 の 整備 、 事 業 所 内 保育 施設 の 設置 支援 
> 低 所 得 世 帯 等 へ の 就学 支援 等 の 充実 な ど 


2 社会 減 へ の 対応 
O 産業 振興 分 野 
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O 県 内 企業 が より 競争 力 を 高め 、 魅 力 あ る 企業 と し て 若者 の 
採用 力 を 高め て いく た め 、 今 後 制定 を 予定 し て いる 中 小 企業 
等 を 対象 と し た 産業 振興 条例 (仮称 ) や 公 契 約 条例 (仮称 ) 
の 趣旨 に 沿っ て 、 総 合 的 な 施策 を 推進 。 ま た 、 女 性 の 働き や 
すい 職場 や ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス の 実現 も 目指 す 。 

く 魅 力 ある 雇用 の 受け 皿 、 創 業 支援 > 

と 企業 等 に お ける ブラ ンド 化 や 新 技術 拡大 な どの 支援 

と 事務 系 企業 の 本 県 進出 、 技 術 糸 企業 の 誘致 や 事業 誘致 を 支援 

と 産業 振興 セン ター な ど 支 援 機関 に よる 創業 支援 の 強化 

と 大 学 発 ベ ンチ ャ ー 企 業 の 創設 支援 な ど 

<UI ター ン 促 進 > 

と U り ター ン セ ンタ ー の 活動 強化 や 労働 局 等 と の 連携 強化 

と 大 学 等 の 同窓 会 、 同 卿 会 等 を 活用 し た PR GE 


O 定住 促進 分 野 


本 県 の 魅力 発 1 Bi 


O 移住 志向 の ある 20~30 代 や 移住 実績 の 多い 50 代 以 降 を 中 
心 に 、 岩 手 の 魅 力 を アピ ー ル し 移住 を 促進 。 ま た 、 移 住 者 へ 
の フォ ロー アッ プ な ど 移 住 を 支援 

く 推 進 体制 > 

ヶ 県 ・ 市 町 村 ・ 関 係 団体 が 一 体 と な っ た 全 県 的 な 推進 体制 の 構築 な ど 
く 魅 力 発信 > 

と いわ て な ら で は の 暮らし 方 の 提案 ・ 情 報 発信 

と いわ て 型 半 農 半 X の 提案 の 検討 

ぐ く 移 住 者 の フォ ロー> 

と 地域 の 受け 入れ 態勢 を 指導 ・ 調 整 す る コ - テ イネ -》- の 育成 支援 を 検討 
と 全 県 ・ 地 域 別 の 移住 者 と 受入 側 の トリ 9-2・ 交 流 の 場 の 創出 





人 口 問題 に 関す る 中 間 報 千 


平成 26 年 9 月 


岩手 県 人 口 問 題 対策 本 部 


[HE X] 

O. 中 間 報 告 に 当たっ て 

1 本 県 の 人 口 の 現状 と 将来 推計 
(]) 本 県 人 口 の 現状 
D 本 県 の 人 口 減少 の メカ ニズム 


① BRR 

© 社会 減 
(3) 治 岸 部 市 町 村 の 人 口 流出 
(4) 将来 推計 


① 全 県 の 将来 推計 人 口 と 年 齢 構成 
② 市 町 村 別 の 人 口 推計 | 
人 口 減少 に 伴い 克服 すべ き 課 題 
(1) 住民 生活 へ の 影響 
(2) 地域 経済 へ の 影響 
(3) 地域 医療 ・ 福 祉 へ の 影響 
(4) 教育 ・ 地 域 文化 へ の 影響 
(5) 地域 公共 交通 へ の 影響 
(6) 地域 コミ ュ ニ ティ へ の 影響 
(7) 県 ・ 市 町 村 の 行 財政 へ の 影響 
入口 減少 対策 の 方 向 
(1) 当面 基本 的 办 方向 
(2) 沿岸 部 に お ける 人 口 減少 対策 
(3) 総合 的 な 人 口 減少 対策 の 展開 
① 自然 減 へ の 対応 
② 社会 減 へ の 対応 
了 産業 振興 分 野 
イ 定住 促進 分 野 
(4) 市 町 村 と の 協力 
(5) ・ 県 民 総 参加 の 取組 
① 民間 企業 


N 


w 


て 減少 し 続け る 本 県 人 ロー 


へ ~ 若 年 女性 人 口 減 少 と 出生 率 低 迷 ~ 
、 へ 進学 ・ 就 職 時 の 県 外 転出 
て 東日本 大 岩 災 津波 に よる 人 口 減少 て 


て 2040 年 に は 30% 減 少 ~ 


て 全市 町 村 で 人 口 減少 て 


へ 人口 減少 が 更 な る 人 口 減少 の きっ か け ~ 
へ 労働 力 不足 と 生産 量 (高 ) の 低下 ~ 

へ 後期 高齢 者 の 一 時 的 増加 と 人 材 の 流出 ~ 
へ 児童 ・ 生 徒 減少 と 文化 継承 へ の 懸念 ~ 
利用 者 の 減少 と 必要 性 の 増大 ご 

て 共助 機能 の 低下 と 補完 の 必要 性 て 
税収 減 と 財政 の 硬直 化 ~ 


て 出生 率 と 若者 の 人 口 流出 ・ 選 流 促進 対策 て 
て 本 格 復興 の 推進 


ン ラ イフ ステ ー ジ に 応じ た 支援 強化 


て 就職 期 の 流出 防止 と U 1T ター ン ~ 


ー 本 県 の 魅力 発信 と 移住 支援 


て 市 町 村 支援 ・ 協 働 体制 の 強化 
て 県 民 運 動 に よる 人 口 減少 対策 の 展開 て 


② 県 内 教育 機関 (大 学 、 専 修学 校 、 高 等 学校 等 ) 


(6) 人 口 問題 対策 に 係る 推進 休 制 の 強化 
M 国 へ の 提言 | 
(8) 県 庁 内 に お ける 取組 の 推進 


て 国 を 挙げ て 行う べき 対策 の 提言 


(参考 1 ) 平成 26 年 度 当初 予算 こら おけ る 人 口 関係 事業 一 覧 


. (参考 2 ) 中 間 報告 まで の 検討 経過 
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O 中 間 報 告 に 当たっ て 


本 県 の 人 口 は 、1997 年 以降 減少 が 続い て お り 、 人 口 減少 問題 は 、 長年 県 政 に お ける 最 
も 重要 な 課題 の 一 つと な っ て いる 。 


この た め 、 本 県 で は 、 平 成 21 年 度 に 策定 し た 「 い わ て 県 民 計画 」 第 1 期 ア クシ ョ ン - 
プラ ン に 続き 、 第 2 期 ア クシ ョ ンプ ラン に お いて も 「 地 域 活力 の 低下 を も た ら す 人 口 の 
社会 滅 を 減ら す 」 こ と を 政策 推進 目標 の ー つ に 掲げ 、 雇 用 ・ 労 働 環 境 の 整備 を は じ め 、 
関連 の 施策 に 取り 組ん で いる と ころ で ある 。 


本 年 5 月 、 日 本 創成 会 議 の 「 ス トッ プ 少 子 化 ・ 地 方 元気 戦略 」 の 公表 を きっ か け に 、 
人 口 問題 が 全国 的 に クロ ー ズ アッ プ さ れ た こと を 受け 、 政府 は 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 
生 本 部 」 を 設置 し 、 国 と し て 本 格 的 に 地方 の 人 口 減少 や 超 高 齢 化 の 課題 に 取り 組み 始め 
た 。 


本 県 と し て も 、 人 口 減少 に 対す る 取組 を 更に 強力 に 推進 する た め 、 本 年 5 月 に 人 口 問 
題 研究 会 を 、6 月 に は 知事 を 本 部 長 と する 人 口 問題 対策 本 部 を 立ち 上 げた ほか 、 市 町 村 
・ と の 連携 を 図る た め 、7 月 に は 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 を 設置 し 、 人口 減少 対策 に 
対す る 今後 の 施策 の 一 層 の 推進 を 図る べく 検討 を 進め て きた 。 


これ まで の 検討 に お いて は 、 本 県 の 人 口 減少 の メカ ニズム や 傾向 の 分 析 を 基礎 と UT, 
子育て 中 の 方 や 、 就職 支援 に 取り 組む 県 内 高等 学校 、 首 都 圏 在住 の 本 県 出身 者 、 県 内 企 
業 関係 者 か ら の イン タビ ュー 調査 結果 等 を 踏ま え 、 今後 、 人 口 問題 に どの よう に 取り 組 
ん で いく べき か を 部 局 横断 的 に 検討 し て きた と ころ で ある 。 


. この 中 間 報 告 は 、 本 県 の 人 口 統計 等 の 客観 的 データ を 基 に 、 特に 早急 か つ 重 点 的 に 取 . 

り 組ま な けれ ば な ら な い 事 項 と し て 、 少 子 化 に 歯止め を か ける 施策 及び 人 口 流出 を 防ぎ 、 
本 流 を 促す 施策 を 取り 上 げ 、 今 後 の 立案 検 討 の 土台 と する と と も に 、 市 町 村 や 民間 の 
方 々 の 御 意見 を いた だ く 資 料 と し て と り ま と め た も の で ある 。 


今後 、 こ の 中 間 報 告 に いた だ いた 御 意見 を 踏ま え 、 国 の 「 ま ち ・ ひ と ・ し ごと 創 生 本 
部 」 の 動向 も 注視 し な が ら 、 本 県 人 口 に 関す る 目標 設定 方 法 の 在り 方 や 、 地域 特性 や そ 
れ ぞ れ の 課題 に 応じ た 対応 方 向 を と り ま と め て いく 。 


一 一 


|【 中 間 報 告 の 位置 付け 】 i B 
| ・ 本 県 の 人 口 統計 等 の 客観 的 デー タ を 基 に 分 析 を 行い 、 早 急 か つ 重 点 的 に 取り 
| 組む べき 施策 の 方 向 性 の 取り まとめ 
| ・ 人 口 問題 に 関し 、 民 間 の 方 々 や 市 町 村 と の 意見 交換 を 行い 、 県 民 総 参 加 の 体 
| 制 づく り を 行う た め の 叩 き 台 

・ 今後 、 国 に 対し て 提案 要求 すべ き 事 項 の 整理 

・ 今後 の 国 の まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 の 動き に 対応 する た め の 中 間 的 な 整理 


| CM の 後 の 取組 】 
i ・ 市 町 村 と の 意見 交換 
・ 民間 の 方 々 と の 意見 交換 
・ 県 総合 計画 審議 会 か ら の 意見 聴取 
・ ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 の 動向 等 を 踏ま えた 対応 
| ・ 政策 を 実行 する た め の 国 に 対す る 提言 活 動 
| ・ 各 産業 の 生産 性 の 向上 や 人 口 政策 金 体 に 通ずる 人 づく りや 更 な る 女性 の 社 | . 
会 進出 促進 支援 等 の 課題 に つい て 検討 | 
・ 地域 特性 や それ ぞ れ の 課題 に 応じ た 対応 方 向 の 検討 | 


る 


1 本 県 の 人 口 の 現状 と 将来 推計 


く ポ イン トッ > 
O 本 県 の 人 口 は 1997 年 以降 減少 し 続け て いる 。 


O 人 口 減少 の 要因 と し て 、 苦 年 女性 人 口 の 減少 、 出生 率 の 低迷 、 若者 の 県 外 流 
出 が 考え られ る 。 : 


O 人 口 の 社会 増減 と 経済 状況 に は 相関 が 見 られ る 。 


O 国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 の 推計 に よる と 、2040 年 まで に 本 県 人 口 は 
約 3 割 減少 する と 見 込ま れ て いる 。 特に 、 生産 年 齢 人 口 、 年 少 人 口 が 減少 する 。 





(1) 本 県 人 口 の 現状 減少 し 続け る 本 県 人 ロー 


・ 本 県 の 人 口 は 1997 年 以降 減少 と な っ て いる が 、 2010 年 の 国勢 調査 に よる 本 県 の 
人 口 は 133 万 147 人 で ある 。 ( 図 1) 


( 図 1 ) 本 径 の 入口 の 推移 100 (KES) ~2010fF CFR) 
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出典 :「 国 勢 調査 』( 総 務 省 ) 


(2) 本 県 の 人 口 減少 の メカ ニズム 
O BRR 若年 女性 人 口 減少 と 出生 率 低迷 


本 県 の 人 口 の 自然 増減 は 、 出 生 数 の 減少 、 死 亡 数 の 増加 に より 、1999 年 に 減 
少 に 転じ 、 以 降 は 減少 が 拡大 傾向 に ある 。 ( 図 2) 
死亡 数 は 、1980 年 代 後半 か ら 増 加 傾 向 に ある 。 
出生 数 の 減少 の 第 1 の 要因 は 、 若 年 女性 人 口 の 減少 で ある 。 短 期間 に 出生 率 
が 著しく 向上 し た と し て も 、 出 生 数 の 増加 に 上 繋が る 年 齢 層 の 女性 人 口 の 増加 に 
至る まで の 期間 を 要する こと か ら 、 短 期間 に お ける 改善 は 困難 で ある 。 | 
・ 出生 数 の 減少 の 第 2 の 要因 は 、 出 生 率 の 低迷 で ある 。 本 県 の 合計 特殊 出生 率 
は 80 年 代 以降 、 人 口 置換 水準 の 2.07 以下 に 低下 し 、 2013 年 に は 1.46 と な っ て 
いる 。 ( 図 3) an : . 
本 県 の 合計 特殊 出生 率 は 、 全 国 平均 1. 43 を 上 回 っ て いる も の の 、 高 い 水準 に 
ある わけ で は な い 。 


ARO BABS 1962 咎 (要 和 37 告 ) 一 2013 告 (平成 26 告 ) 8 
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出典 :「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」( 岩 手 県 ) 
全国 的 に 発生 し た いわ ゆる 第 2 次 ベビ ー ブ ー ム (1971 年 ~1974 年 ) 時 に お い 
て も 、 本 県 に お いて は 出生 率 、 出 生 数 と も 大 きく 上 昇 す る こと な く 、1970 年 代 
か ら 低 下 傾向 を 示し て きた 。 こ れ が 、 現 在 の 若い 女性 人 口 の 減少 の 原因 の 一 つ 


と な っ て いる 。 


a 
(197% 


SaMSFRIWA BOI, RERO, MEHEL > KREMER OED, 
子育て 世代 の 所 得 の 低下 、 非 正規 労働 者 の 増加 、 子育て と 仕事 の 両立 が 困難 で あ 
る こと な ども 考え られ る 。 | 


( 図 3) 15 て 49 歳 女性 人 口 (1960 年 (昭和 35 年 ) 1 OC) と 合計 特殊 出生 率 (ua 
140 - 2.40 
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出典 :「 国 勢 調査 」( 総 務 省 )、「 人 口 動態 統計 」( 厚 生 労働 省 ) 
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© HAR 進学 ・ 就 職 時 の 県 外 転出 > 


・ 本 県 の 社会 増減 に は 、1960 年 代 、1980 年 代 後半 、2000 年 代 後半 を 減少 の ピー 
ク と する 3 つの 波 が 存在 し て いる 。 ( 図 4) 

・ 最も 社会 減 が 少な か っ た の は 1995 年 の へ 329 人 で あり 、 そ れ 以 降 、 社 会 減 の 
拡大 が 続い て きた が 、2008 年 か ら 社 会 減 は 縮小 し 、2013 年 まで 6 年 連続 で 減少 
幅 は 縮小 し て きた (2013 年 : A2,235 A) o 


$B) 岩手 県 の 社会 増減 19g2z 年 ( 色 和 37 年 )~2013 年 伴 成 25 钙 ) 
sann - | : 2RQOG 
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Soe masata EAS HS Hh MEER A NER ER) 
この 人 口 の 社会 滅 の 波 の 発生 は 、 本 県 と 全国 の 有効 求人 倍率 の か い 離 幅 と 相 
関 が 見 られ 、 地 方 に お ける 若者 の 希望 する 雇用 の 場 の 質 と 量 が 、 社 会 増減 に 影 
響 を 与え て いる と 考え られ る 。 ( 図 5) | 
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出典 :「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」( 岩 手 県 )、「 一 般 職 業 紹 介 状 況 」( 厚 生 労 働 省 ) . 
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AVROCABUL, 18 歳 の 進学 ・ 就 職 期 、22 歳 前 後 の 就職 期 に 顕著 で あり 、 特 
に 22 歳 前 後 で は 、 女 性 の 社会 減 が 大 きい 。 ( 図 6) 
これ は 、 高 校 卒業 者 の 希望 する 進学 先 や 、 若 者 の 希望 する 雇用 の 職種 に 関す 
る 状況 が 大 きく 影響 を 与え て いる も の と 考え られ る 。 
( 図 6) 


年 秀 别 社会 增 法 数 2013 年 (平成 25 年 } 
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出典 :「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」( 岩 手 県 ) 


(3) 沿岸 部 市 町 村 の 人 口 流出 東日本 大 岩 災 津波 に よる 人 口 減少 ン 


沿岸 部 の 人 口 は 、 全 県 的 な 傾向 と 同様 に 、 東日本 大 震 災 津波 直前 まで 社会 減 が 減 


少し て いた も の の 、 震 災 の 発生 に より 人 曲 が 大 きく 減少 し た 。 平成 25 年 に は 、 社 
会 滅 が 震 災 直前 の 水準 に まで 低下 し て きた も の の 、 直 近 の デー タ を 見 る と 依然 内 陵 
部 に 比べ 人 口 減 少 幅 が 大 きい 。 (#1) 


( 表 1) 沿岸 市 町 村 の 人 口 
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出典 :「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」( 岩 手 県 ) 


(4) 将来 推計 
O 全 県 の 将来 推計 人 口 と 年 齢 構成 2040 年 に は 3096 減 少 ン 


国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 (以下 「 社 人 研 」 と いう 。) の 推計 に よる と 、 
本 県 の 人 口 は 2040 年 に は 93 万 8 千 人 と 見 込ま れ て いる 。 こ れ は 2010 年 を 100 
と する と 70.5 と な る 。 a 

同じ く 、2010 年 を 100 と し て 年 齢 構成 別に 見 る と 、 老 年 人 口 (65 歳 以 上 ) は 
103.4 に 上 昇 、 生産 年 齢 人 口 (15~64 歳 ) は 59.8、 年 少 人 口 (0⑩~14 歳 ) は 53.0 
まで 減少 と 、2040 年 は 現在 (2010 年 ) と 大 きく 異な る 人 口 構造 と な る こと が 見 
込ま れる 。 ( 図 7) 

・ な お 、 社 人 研 の 推計 は 、2005 年 か ら 2010 年 の 性 別 ・ 年 齢 階級 別 の 入口 の 純 移 

動 率 (社会 増減 の 率 ) が 、2020 年 に か け て 概ね 1/2 程度 に 縮小 する と 仮定 し て 
推計 され て いる 。 l 


S 本 和泉 の 人口 の 見 通し ぇ o+c 年 {平成 zz 年 )ー2040 年 (平成 52 年 ) 
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出典 :「 日 本 の 地域 別 将 来 推計 人 口 」( 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 ) (2013(H25).3.27 公表 (以下 同じ )) 


② 市町村 別 の 人 口 推計 全市 町 村 で 人 口 減少 ン 


2040 年 まで に 県 内 の 全市 町 村 で 、 人 口 の 減少 が 見 込ま れ て いる 。 ( 図 8) 
・ この うち 2040 年 に 、 全 県 の 人 口 減少 割合 で ある 3 割 を 超え る 人 口 減少 が 見 込 
まれ る の は 、26 の 市 町 村 に 及ぶ 。 | 
県 内 で 最も 人 口 減少 率 が 高い の は 、 西 和賀 町 で へ 51.8%、 最 も 低い の は 溢 沢 
市 で へ 5.89%% と な っ て いる 。 i 
・ また 、 沿 岸部 の いわ ゆる 被災 12 市 町 村 で は 、 平均 41.6% の 人 口 減少 が 見 込ま 
れ て いる 。 


県 内 市 町 村 別 の 人 口 増減 字 2O1O 年 (平成 2 年 ) 一 2040O 年 (平成 52 年 ) 
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出典 :「 日 本 の 地域 別 将来 推計 人 口 」( 園 立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 ) 
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2 人 口 減少 に 伴い 克服 すべ き 課題 


< ポイ ント > 
O 急激 な 人 口 減少 は 、 次 の よう な 課題 を も た ら す も の と 考え られ て いる 。 


人 口 の 減少 に 伴い 、 買 い 物 、 医 療 、 飲 食 、 娯楽 な ど 日 常 的 な サー ビス が 身 
の 回 りか ら 減 少し 、 生 活 が 不便 に な り 、 更 な る 人 口 減少 を 招く お それ が ある 。 


・ 人 口 減少 に 伴い 各 産 業 に お ける 労働 力 の 不足 や 、 そ れ に 伴う 生産 量 (高 ) 
の 低下 が 起き る お それ が ある 。 


医療 ・ 介 護 等 に つい て は 、 今後 、 後期 高齢 者 の 一 時 的 増加 に 伴う 需要 が 見 
込ま れる が 、 医 療 ・ 介 護 等 の 専門 人 材 の 県 外 流出 の お それ が ある 。 


児童 ・ 生 徒 の 減少 に 伴う 学校 教育 の 在り 方 の 検討 が 必要 で ある 。 また 、 th 
域 の 将来 の 担い 手 た る べき 若年 層 の 減少 に より 、 地 域 文化 の 継承 力 が 層 ま る 
: お それ が ある 。 


公共 交通 機関 の 利用 者 が 減少 する 一 方 、 高齢 者 の 増加 等 に より 交通 弱者 の 
足 の 確保 が 必要 と な る 。 


- 各地 域 コ ミュ ニテ ィ の メン バー の 減少 に より 共助 機能 が 低下 する お それ が 
あり 、 そ の 補完 が 必要 と な る 。 


入口 減少 に より 税収 減 と な る 一 方 、 高 齢 化 の 進行 に よる 社会 保障 関係 経費 
の 増加 な ど に より 県 ・ 市 町 村 の 財政 は 一 層 の 硬直 化 が 懸念 され る 。 


な お 、 人口 減 少 の 進行 と 同時 に 既存 イン フラ の 老朽 化 も 進む こと か ら 、 こ 
れ ら の 効率 的 な 維持 管理 が 求め られ て いく も の と 予想 され る 。 
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〇 人口 減少 は 、 住 民生 活 の 様々 な 分 野 に 影響 を 与え る こと が 予想 され る 。 そ の 中 に は 、 
道路 交通 の 混雑 緩和 な ど プ ラス の 影響 も 考え られ る が 、 本 報告 に お いて は 、 今後 の 施 
策 の 方 向 性 を 検討 する た め 、 急 激 な 人 口 減少 に 伴い 克服 すべ き 課題 に つい て 取り 上 げ 
た 。 


xD 


(2) 


(3). 


住民 生活 へ の 影響 人 口 減少 が 更 な る 人 口 減少 の きっ か け ~ 
一 定数 の 人 口 の 上 に 成り 立つ 身近 な 各種 サー ビス (小売 、 飲 食 、 娯 楽 、 医療 な ど ) 
が 、 人 口 減 に 伴い 地域 か ら 減少 し 、 日 常 生 活 が 不便 に な る 。 こ の こと が 、 更 な る 人 


- 日 流出 、 人 口 減少 を 招く お それ が ある 。 


この よう に 急激 な 人 口 減少 は 、 社会 シス テム の 維持 ・ 存 続 に 大 き な 影 響 を 及ぼ す 
お それ が ある 。 


地域 経済 へ の 影響 労働 力 不 足 と 生産 量 ( 高 ) の 低下 ~ 


人 口 規模 の 減少 も さる こと な が ら 、 生 産 年 齢 人 口 の 減少 に より 、 人 口 構造 が 大 き 


- く 変 化し て いく こと が 見 込ま れ て いる 。2010 年 に 人 口 の 6 割 ほ ど で あ っ た 生産 年 


齢 人 口 の 割合 は 、2040 年 に は 総 人 口 が 減少 する な か で 5 割 程度 まで 低下 する 。 こ 
の 間 、 女 性 や 高齢 者 の 活用 が 進ま な い 場合 、 労 働 カ 不足 や それ に 伴う 生産 量 (高 ) 
の 低下 が 懸念 され る 。 

また 、 人口 減少 は 、 都市 部 に お いて は 市 街 地 の 空洞 化 を 招く な ど 、 都市 の 活力 が 
失わ れ 地 域 経済 の 衰退 等 の 影響 が 懸念 され る 。 さ ら に 、 農 村 部 で は 過疎 化 が 進行 し 、 
生産 性 の 低下 と と も に 後継 者 不足 が 深刻 と な る お それ が ある 。 | 
総 人 口 の 減少 、 な か で も 支出 の 多い 子育て 世代 の 減少 に より 、 県 内 の 消費 支出 が 
減少 する こと が 懸念 され る 。 また 、 人 口 の 年 齢 構成 の 変化 に より 消費 者 全体 の 嗜好 
の 変化 も 予想 され る 。 l 

仮に 社 人 研 の 推計 どおり 人 口 減少 し た 場合 、 今後 の 全 産業 の 労働 生産 性 上 昇 率 を 
年 平均 1.5% 程 度 と 仮定 し て も 、 県 内 経済 は ほぼ マイ ナス 成長 が 続く と 予想 され る 。 


地域 医療 ・ 福 祉 へ の 影響 後期 高齢 者 の 一 時 的 増加 と 人 材 の 流出 
本 県 の 老年 人 口 は 、2020 年 まで 増加 する こと が 見 込ま れ て お り 、 特 に 後期 高齢 


者 人 口 は 2030 年 まで 増加 レ て いく こと が 見 込ま れる 。 こ う し た 入口 の 増加 に より 、 
今後 も 医療 や 介護 の 需要 の 増加 が 見 込ま れる 。 
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(4) 


(5) 


(6) 


一 方 、 生産 年 齢 人 口 の 減少 が 見 込ま れ て お り 、 こ うし た 需要 に 応え る 労働 力 の 不 
足 が 懸 念 さ れる 。 

さら に 、 WRB CH, 今後 急速 に 高齢 者 人 口 が 増加 し 、 医療 や 介護 の 需要 増加 が 
見 込ま れ て お り 、 こ れ が 地方 か ら の 転出 者 の 増加 の 原因 と な る お それ が ある 。 


教育 ・ 地 域 文化 へ の 影響 MRE HARA) EKA ORE ~ 


今後 さら に 児童 ・ 生徒 が 減少 する こ CRASS DE OMS. 7 クラ ス 
の 少 人 数 化 の 進行 が 予想 され る 。 

また 、 子 ども た ちの 部 活動 の 競技 種目 等 の 減少 や 単独 校 で の チー ム 編 成 が 困難 に 
な る な どの 影響 が 懸念 され る 。 

さら に 、 地域 文化 の 伝承 に 対す る 影響 も 懸念 され る 。 県 内 に は 多く の 伝統 芸能 BS 
伝統 行事 な ど が 引き 継が れ て き て いる が 、 少子 化 の 影響 や 過疎 化 の 進行 に より 、 

う し た 地域 文化 が 衰退 する お それ が ある 。 


地域 公共 交通 へ の 影響 利用 者 の 減少 と 必要 性 の 増大 ー 


人 口 減少 に 伴う 児童 ・ 生 徒 の 減少 や 生産 年 齢 人 口 の 減少 は 、 通勤 通学 者 の 減少 を 
も た らし 、 こ れ が 公共 交通 機関 の 経営 に 影響 を 及ぼ すこ と が 懸念 され る 。 

一 方 、 公 共 交 通 機関 は 高齢 者 に と っ て 、 日 常 生活 に 欠か せな い 移 動 手段 で あり 、 
高齢 者 の 増加 に よっ て その 重要 性 が より 高まる こと が 予想 され る が 、 人 口 減少 や 市 
街 地 の 低 密度 化 に よっ て 公共 交通 機関 の 経営 効率 が 下がり 、 地 域 の 交通 確保 が 大 き 
な 課題 と な る お それ が ある 。 


地域 コミ ュ ニ ティ へ の 影響 ~ 共 助 機能 の 低下 と 補完 の 必要 性 < 


人 口 減少 は 、 こ れ ま で の 傾向 か ら 、 県 内 一 律 の 減少 幅 で な く 、 特 に 東日本 大 震 災 
津波 に より 被災 した 沿岸 部 で より 大 き な 人 口 減少 が 起こ る と 予想 され て いる 。 
また 、 産業 の 集積 が 進ん で いな い 県 北 や 中 山間 地域 に お いて も 、 よ り 人 口 減 少 が 
進む と 推計 され て いる 。 さ ら に 、 同一 市 町 村内 で も 、 中 心 部 か ら 離 れ た 地域 で より 
人 口 減少 と 高齢 化 が 進む と 予想 され る 。 

こう し た 地域 で は 、 こ れ ま で 地域 の コミ ュ ニ ティ が 果たし て きた 共助 機能 の 低下 
が 懸念 され 、 こ う し た 機能 を 市 町 村 や NP O 等 が 補完 し て いく 必要 性 が 高まる こ と 
が 予想 され る 。 


(7) 県 ・ 市 町 村 の 行 財政 へ の 影響 ~ 税 収 減 と 財政 の 硬直 化 ~ 


今後 、 県 や 市 町 村 の 経済 規模 が 縮小 し て いく 場合 、 それに 伴い 税収 等 の 藩 込み が 
予想 され る が 、 人 件 費 や 公 債 費 、 社会 保障 関係 経費 等 は 、 歳入 の 減少 に 応じ た 削減 
が 困難 で あり 、 財 政 の 硬直 化 が 進行 する お それ が ある 。 

小 規模 町 村 に お いて は 、 現状 で も 少な い 職 員数 で 行政 サー ビス を 提供 し て いる と 
ころ で ある が 、 今 後 も ます ます 少な い 職 員数 で 事務 処理 を し な けれ ば な ら な く な り 、 
職員 の 多忙 化 や 業務 の 執行 体制 が 不 十 分 に な る お それ が ある 。 


O また 上 記 の よう な 急激 な 人 日 減少 に より 直接 も た ら さ れる 課題 の 外 に 、 高 度 経済 成 
長期 に 作っ た 公共 施設 ・ イ ン フ ラ の 老朽 化 に 直面 する 。 今後 これ ら の 維持 更新 費 が 増 
大 し て いく 一 方 で 、 水道 、 下 水道 、 道路 等 の イン フラ に つい て は 、 受益 者 の 減少 に よ 
り 、 住 民 一 人 あたり に 対す る 行政 コス ト が 増大 し て いく こと か ら 、 よ り 効 率 的 な 維持 
管理 が 求め られ て いく こと が 予想 され る 。 

また 、 高 齢 者 が 増加 し て いく こと か ら ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イン の 視点 に 基づく 公共 施 
設 等 の 整備 が 求め られ て いく こと が 予想 され る 。 


O これ ら の 急激 な 人 口 減少 に よっ て も た ら さ れる 課題 や 、 他 の 要因 と 相まって 生じ る © 
様々 な 課題 に 的 確 に 対応 し 、 克服 し て いく た め 、 県 の 総力 を 挙げ て 着実 に 施策 を 展開 
し て いく 必要 が ある 。 


3 人 口 減少 対策 の 方 向 


く ポ イン トッ > 


O まず 、 出生 率 の 低下 へ の 対策 と 若年 層 を 中 心 と し た 人 口 流出 ・ 選 流 促進 対策 
. を 強化 する 必要 が ある 。 


O 東日本 大 震 災 津波 の 影響 等 、 地 域 ご と に 喫 疎 か つ 多 様 な 課題 を 抱え て お り 、 
ふる さと を 消滅 させ な いよ う 更 な る 復興 の 加速 化 が 必要 で ある 。 


O 人 口 減少 は 、 県 内 各 般 に 影響 を 及ぼ す 問 題 で あり 、 各 部 局 の 連携 は も と より 、 
市 町 村 、 民 間 ・ 関 係 機関 等 と の 協 働 と 役割 分 担 の 下 、 取組 を 進め て いく こと が 
重要 で ある 。 


O 入口 減少 問題 は 、 本 県 の み で 解決 で きる 問題 で は な く 、 本 県 の 実態 に 基づく 
具体 の 問題 解決 策 を 国 に 積極 的 に 提言 し 、 実行 を 促し て いく こと が 必要 で あ 
2 





(1) 当面 の 基本 的 な 方 向 一 出生 率 と 若者 の 人 口 流出 ・ 還 流 促進 対策 > 


前 章 ま で 述べ た 、 本 県 に お ける 人 口 減少 の 動向 や 予測 、 更に は 、 今後 考え られ る 
各 方 面 へ の 影響 に 鑑み 、 特 に 、 本 県 の 人 口 減少 の 大 き な 要 因 と な っ て いる 
D 出生 率 の 低迷 へ の 対策 
© 若年 層 を 中 心 と し た 人 口 流出 ・ 選 流 促進 対策 
の 2 つ に つい て は 、 優 先 し て 取組 を 強化 する 必要 が ある 。 

これ ら の 取組 は 、 本 県 が 推し 進め て いる 若者 ・ 女 性 が 活躍 で きる 社会 の 実現 と 重 な 
る も の で あり 、 こ れ ら の 施策 を 強化 する こと な ど に より 、 人 口 減少 問題 に 取り 組ん 
で いく 必要 が ある 。 . 


一 般 に 、 人 口 減少 問題 へ の 対策 の 多く は 、 成果 が 現れ る まで 長い 期間 を 要する と 
考え られ る が 、 こ の 2 つ に つい て は 、 こ れ ま で の 取組 に 加え 、 早 急 人 
人 と 考え る 。 


人 口 減少 は 、 本 県 の 経済 活動 、 社 会 的 活動 、 地域 社会 全体 に 与え る 影響 が 大 きい 
こと か ら 、 各 部 局 が 十分 に 連携 し 、 総 力 を あげ て 取り 組む こと は も ちろ ん 、 市 町 村 、 
民間 企業 ・ 団 体 、 医 療 ・ 福 祉 ・ 教 育 機関 等 様々 な 主体 は も と より 、 全 て の 世代 の 協 
働 の も と 、 国 と も 十分 な 連携 を 図り な が ら 果敢 に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 


この よう な 取組 に より 、 全て の 県 民 が 本 県 に お いて 安心 し て 働き 、 必要 な 収入 を 
得 て 生 活 で きる と と も に 、 安 心して 子供 を 生み 育て られ 、 安心 し て 老後 を 過ごせる 
よう な 社会 を 目指 す 。 


(2) 沿岸 部 に お ける 人 口 減少 対策 本 格 復興 の 推進 > 


・ 人 口 減少 は 、 県 内 で も 、 PERS a 地域 の 実情 - 
に 応じ た 対策 を 講じ て いく 必要 が ある 。 


特に 高い 人 口 減少 率 が 予測 され て いる 沿岸 部 は 、 現在 、 東日本 大 震 災 津波 か ら の 
本 格 復興 の 途上 で あり 、 復 興 を 強力 に 推し 進め て いか な けれ ば な ら な い 。 


被災 地 に お いて は 、 復興 事業 その も の が 人 口 流出 対策 と し て 機能 し て お り 、 復興 
の 遅れ は 、 人 口 減少 に つなが る と の 認識 の 下 、 第 2 期 復興 実施 計画 で 掲げ た 「 参 画 、 
つなが り 、 持 続 性 」 の 視点 に 基づき 、 多 重 防災 型 の まち づく りや 災害 公営 住宅 の 早 
期 整 備 、 漁 業 と 流通 加工 業 の 一 体 的 な 再生 な ど に 全力 で 取り 組み 、 人 口 減少 に 歯 目 
め を か け て いく 。 | 


3) 総合 的 な 人 口 減少 対策 の 展開 、 


・ 本 県 の 人 口 減少 は 、 こ れ ま で 分 析 し て きた よう に 、 複合 的 な 要因 に より 起き て いる 
も の で あり 、 そ れ に 対応 する た め に は 、 対 症 療法 的 な 対策 で は な く 、 総 合 的 な 施策 
。 の 展開 が 必要 で ある 。 
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次 の と お り で ある 。 


O 自然 減 へ の 対応 ー ラ イフ ステ ー ジ に 応じ た 支援 強化 ~ 


本 県 の 合計 特殊 出生 率 は 、 近 年 持ち 直し て は いる も の の 、 未 婚 化 、 別 婚 化 な 
どの 影響 に より 低い 水準 に と ど ま っ て いる (825 : 1.46) 。 

出生 率 低 下 の 背景 に は 、 子育て 世代 の 所 得 の 減少 や 非 正規 労働 者 の 増加 、 教育 
に 対す る 費用 負担 と いっ た 経済 的 事情 、 出 産後 の 女性 の 就労 継続 の 困難 さや 子 育 
て 世代 の 長 時 間 労 働 と いっ た 就労 環境 の 問題 等 に 加え 、 婚 如 や 家族 に つい て の 考 
え 方 の 多様 化 な ど 、 社 会 環境 な どの 外 的 な 環境 と 価値 観 な どの 内 的 な 変化 が ある 
と 考え られ る 。 


こう し た 様々 な 原因 が 基 で 起こ っ て いる 出生 率 の 低迷 に 対応 する た め に は 、 
単なる 経済 的 支援 だ け で な く 、 子 育て を 社会 全体 で どの よう に 支 を て いく か と 
いう 視点 も 含め 、 幅 広く 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 

この た め 、 県 で は 、 子 ども ・ 子 育て 支援 の 重要 性 を 全て の 県 民 で 共有 する た 
め 、 子 ども ・ 子 育て 支援 の 基本 理念 を 定め 、 県 の 責務 、 市 町 村 ・ 県 民 等 の 役割 
- を 明らか に し 、 施 策 の 基本 と な る 事項 を 定め る 「 い わ て の 子ども を 健やか に 育 
む 条 例 (仮称 ) 」 の 制定 を 予定 し て いる 。 | 

条例 に お ける 基本 的 な 施策 で は 、 男 女 出会い の 場 の 創出 、 結婚 か ら 出 産 ・ 子 
育て に 至る ライ フス テー ジ に 応じ た 支援 を 行い 、 安 心して 子ども を 生み 育て る 
こと が で きる 環境 の 整備 を 図り 、 子 ども た ち が 健 や か に 育ち 、 子育て に 関す る 
希望 が か な えら れる 社会 の 実現 を 目指 すこ と と し て いる 。 

こう し た 取組 を 継続 的 に 実施 する こと に より 、 中 長期 的 に は 、 出 生 率 の 向上 
が 期待 され る 。 
く 結婚 支援 > 
0 適当 な 相手 に 巡り 会 わな い 、 出 会 い の | > 縁結び の アド バイ ザー の 設置 な ど に よる 結婚 
機会 が 少な い 。 未婚 化 ・ 晩 婚 化 の 進行 | を 支援 する 体制 の 整備 
る 結婚 に よる 狭まる 人 生 設計 へ の 不安 や | > と 同じ 趣味 を 持つ 者 と 交流 する 機会 の 創出 
婚 黄 や 家族 に つい て の 価値 観 の 多様 化 | と 地元 を 再発 見 する よう な 青年 塾 の 開催 
と 結婚 ・ 家 庭 を 考え る セミ ナー の 開催 
> 児童 生徒 を 対象 と し た ライ フラ デザ イン セミ ナー 
の 開催 


く 妊 娠 ・ 出 産 支援 > 
人 @ 好 産婦 ケア の 環境 整備 が 十分 で な い 。 | と 妊産婦 を ケア する 拠点 の 設置 (市 町 村 ) 


OTH を 不妊 治療 支援 の 充実 

@ 正 し い 知識 の 不足 、 晩 産 化 の 進行 | > 児童 生徒 を 対象 と し た 「 誕 生 学 」 等 を 活用 し た 
正しい 知識 の 普及 ・ 啓 発 

子育て 支援 > 

@@ 技 家族 化 に よる 子育て 力 の 低下 > 子育て の 相談 ・ 助 言 を 行う アド バイ ザー 等 の 

@ 男 性 の 家事 ・ 育 児 へ の 参加 が 少な い 。 | 設置 (市 町 村 ) 

る 仕事 と 子育て が 両立 で きる 環境 の 未 整 | > と 子 育て 講座 ・ 講 演 会 等 に よる 精 報 発信 

備 を 子育て サー クル 情報 交換 会 、 子 育て 交流 サイ 
人 @ 少 子 化 、 グ ロー バル 化 等 、 多 様 化 ・ 高 | ト 等 に よる 交流 機会 の 創設 

度 化す る 社会 情勢 の 変化 に 対応 し た 教育 | > と ヶ 男 性 の 家事 参加 コン テス ト 、 育 児 参加 キャ ン 

環境 の 未 整備 R—VK ES ERR : 
铺子 育 记 和 经 济 的 负担 . > 多様 な 保育 施設 の 整備 、 事 業 所 内 保育 施設 - 





の 設置 支援 
と 中 山間 地域 等 に お ける 小 規模 校 の 役割 の 明 
Hel | 


と 少 人 数 教育 の 充実 
を グロ ー バ ル 人 材 の 育成 、ICT 教 育 の 充実 
> 子育て 世代 向け シェ アハ ウス に よる 支援 (県 ・ 


市 町 村 ) 

を ニー 世帯 居住 へ の 税 等 の 軽減 ・ 支 援 ( 国 ・ 市 町 
村 ) l 

を 低 所 得 世帯 等 へ の 就学 支援 等 の 充実 





だ 【参考 】 8 
全国 的 に 出生 率 は 、 沖 縄 県 を は じ め 佐賀 県 、 宮 崎 県 、 島 根 県 な ど 西日本 側 で 高い 


傾向 に ある が 、 北 陸地 方 に お いて も 福井 県 は 出生 率 が 高く 、 本 県 と し て も 施策 立案 の 


参考 に で きる 事例 と な り 得る 。 

福井 県 で は 、 自 県 の 統計 デー タ か ら 浮か び 上 が る 典型 的 な 家族 像 を 「 広 い 住居 に 夫 
婦 、 子 ども 、 両 親 の 3 世代 が 同居 し 、 夫 婦 は 共に 勤め に 出 て 、 日 中 は 両親 が 育児 を し て | 
くれ る 。 ま た 集落 や 町 内 で は 、 地 域 活動 や ボラ ンティア 活動 が 盛ん で あり 、 子 育て を 地 | 
域 全体 の 責務 と 受け 止め て いる 人 が 多い 。」 と 分 析 し て お り 、 こ うし た 他 県 の 事例 も 参 
考 と し て いく 。 | 2 2 
a 


@ 社 会 減 へ の 対応 
ア 産業 振興 分 野 ~ 就 職 期 の 流出 防止 と U [ター ンー 


本 県 の 人 口 の 社会 減 は 、 進 学期 ・ 就 職 期 に 当たる 18 歳 ~20 代 前 半 が 特に 大 
きく な っ て お り 、 主 に 東京 園 ・ 仙 台 略 に 移動 し て いる 状況 で ある 。 

昨今 、 県 内 の 学卒 者 の 県 内 就職 率 は 、 震 災 前 に 比べ 、 大 学 、 短 大 、 高 校 と も 
に 上 昇 傾向 に あり 、 か つ 県 内 へ の U I ター ン 就 職 者 も 増加 傾向 に ある も の の 、 


いま だ 多く の 学生 が 県 外 に 流出 し て いる 。 


また 、 首 都 圏 で 行っ た ヒア リン グ で は 、 就 職 先 に つい て は 地元 志向 は ある 

も の の 、 職種 や 給料 の 面 で 県 外 を 就職 先 に 選ん だ と いう 意見 も 多かっ た ほか 、 
いっ た ん 首都 閣 で 就職 と を し て も 、 い つか は 岩手 県 に 戻り た いと 考え て いる 浴 
ERED RSP HS IL EDEN TIS, | 
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・ 県 と し て は 、 県 内 就職 を 希望 し な が ら 、 県 外 に 流出 し て いる 、 又 は 県 外 に 
止ま ら ざ る を 得 な い 若 者 の 希望 を か な える た め の 施 策 や 、 社 会 人 の U I ター 
ン 希望 者 の 意向 を か な える た め の 施 策 に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 


また 、 こ うし た 若者 の 希望 を か ね な える た め に は 、 県 内 企業 が より 競争 力 を 
高め 、 魅 力 ある 企業 と し て 若者 の 採用 力 を 高め て いく た め の 振興 施策 や 雇用 
の 維持 ・ 創 田 が 不可 欠 で あり 、 県 が 今後 制定 を 予定 し て いる 中 小 企業 等 を 対 
象 と し た 産業 振興 条例 (仮称 ) 及び 公 契 約 条例 (仮称 ) に 基づき 、 総 合 的 な 
施策 を 推進 し て いく 。 l 


・ な お 、 本 県 の 若年 層 の 社会 滅 は 、 男性 に 比べ 女性 が より 大 きく な っ て お り 、 
女性 が より 働き や すい 職場 が 整備 され た 魅力 ある 企業 づく りや 、 ワ ー ク ・ ラ 
イフ ・ バ ラン ス が 実現 し た 子育て に 優し い 企 業 づ くり を 行っ て いく 必要 が あ 
る 。 


この よ うに 、 就 職 を 希望 する 側 、 受け 入れ る 側 双 方 に 対す る アプ ロー チ に 
EY, 18~20 代 前 半 の 社会 減 の 縮減 を 目指 す 。 


く 魅 力 あ る 雇用 の 受け 皿 、 創 業 支 援 > 
県 内 大 学 に 対す る 県 内 企業 か ら の 求 
人 数 が 少な い 。 

@ 若 者 の 求職 ニー ズ が 県 内 で は 満た せ 


な い 。 

















と 企業 等 に お ける ブラ ンド 化 や 新 技術 拡大 な ど 
若者 に 魅力 ある 企業 づく り へ の 支援 

と 事務 系 企業 の 本 県 進出 、 技 術 系 企業 の 誘致 
や 事業 誘致 を 支援 

と 地方 の 暮らし や すさ 、 生活 コス ト の 生涯 設計 
比較 な ど 地 域 怖 住 の 魅力 に 関す る 情報 発信 
> 創業 支援 の た め の 制 度 検討 や 産業 振興 セン 
ター な ど 支 援 機関 に よる 創業 支援 の 強化 

> 大 学 発 ベ ンチ ャ ー 企 業 の 創業 支援 

と 滝沢 市 の IPU イ ノ ベ ー シ ョ ン セ ンタ ー 入 居 企 業 
の フォ ロー アッ プ 

と 県 内 NPO や 一 般 社 団 法人 等 に に る ビジ ネス 
立 上 げ 等 の 取組 を 支援 機関 と と も に 支援 


























ぐ 県 内 企業 の 採用 活動 > 
@ 県 内 企業 の 学生 へ の アプ ロー チ が 首都 
圏 に 比べ 弱く 、 学 生 に 情報 が 届き に くい 。 





と 先輩 企業 人 と 語る 会 、「 働 く ル ー ル ガイ ドブ ッ 
ク 」 作 成 等 に より 、 学 生 等 へ の 提供 情報 を 充実 
と 参考 と な る 企業 の 採用 活動 事例 の 紹介 や 採 
用 担当 者 向け 研修 会 開催 
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く 県 内 企業 の 認知 度 の 低 さ > 
0 県 内 企業 の 情報 が 、 学 生 等 に あま り 知 
られ て いな い 。 


> 企業 見 学 の 設定 や 企業 活動 を 紹介 する DVD 
活用 に より 学生 、 父 母 へ の 情報 提供 を 充実 
> 地元 産業 界 と 協 働 し た キャ リア 教育 の 推進 













く 県 出身 学生 の り タ ー ン 促進 > 
@ り ター ン を 検討 する 県 外 学 生 に 対し 情 
報 が 届い て いな い 。 






と 高校 卒業 時 や 成人 式 等 の 機会 捉え た U・I タ 
ー ン シス テム へ の 情報 登録 の 促進 

と 県 内 企業 の 大 手 就職 支援 サイ ト の 活用 促進 
> 父母 等 へ の 県 内 企業 情報 の 提供 




















<U ター ン 促 進 、 創 業 支援 > 
OU ター ン セ ンタ ー の 知名 度 が 低い 。 
OU ター ン 説 明 会 へ の 参加 者 が 少な い 。 
る 一 定 の 応 客 や ノウ ハウ を 持っ た 社会 人 
が UI ター ン を 考え る 際 の 情報 (創業 な ど ) 
が 少な い 。 

















>U ター ン セ ンタ ー の 活動 強化 や 労働 局 等 と の 
連携 強化 

と 大 学 等 の 同窓 会 、 同 卿 会 等 を 活用 し た PR 
と 住居 情報 な ど 総 合 的 な 情報 提供 、 相 談 の 充 
実 

ゃ 県 内 創業 の 洪 在 U タ ー ン 希望 者 と 、 県 内 市 町 
村 、 関 係 団体 と の マッ チン グ 機 能 の 強化 






イ 定住 促進 分 野 本 県 の 魅力 発信 と 移住 支援 > 


本 県 移住 者 へ の アン ケー ト 等 に よる と 、 価 値 観 の 多様 化 等 に 伴い 、20 歳 ~ 
30 歳 代 で 移住 を 検討 し 始め る 者 が 多い も の の 、 実 際 の 移住 は 50 歳 代 以降 と い 
う 事例 が 多い 傾向 に あり 、 本 来 の 移住 志向 の ある 年 代 (20~30 Rit) と 実際 
に 移住 する 例 の 多い 年 代 を 中 心 に 、 岩手 の 持つ 自然 や 文化 な どの 多様 な 魅力 、 
暮らし 方 な ど を 含め 、 働 きか け て いく こと が 効果 的 と 考え られ る 。 


この 移住 プロ セス に 沿っ た 施策 に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 


また 、 移 住 に は 、 所 得 な どの 経済 的 な 側面 や 、 田 舎 暮らし な どの 精神 的 な 側 
面 に お いて 、 移 住 希望 者 に は 不安 や 心配 が 伴う こと か ら 、 就 労 、 子 育て 、 教 育 、 
医療 な どか ら 本 県 に お ける 暮らし の 楽し み 方 まで 、 総 合 的 に 本 県 で の 生活 を イ 
メー ジ で きる 状況 づく り が 重要 で ある 。 
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こう し た 取組 を 具体 化す る こと に より 、 岩 災 を 契機 と し て 本 県 と の つなが り 
を も っ た 若者 や 本 県 出身 者 な ど 本 県 へ の 移住 希望 者 等 の 掘り 起こ し を 行い 、 本 


県 移住 者 の 増加 を 目指 す 。 


な お 、 定住 促進 分 野 に は 、 産業 振興 分 野 と 密接 に 関連 が ある 詩 題 が 多い こと 
か ら 、 両 分 野 の 連携 を 銘 に し 、 施 策 の 立 筆 に 当たる 必要 が ある 。 ] 





< 推进 体制 > 

@ 県 と 市 町 村 ・ 関 係 団体 と の 連携 が 不 十 
分 | 
移住 定住 施 筑 の 重要 性 を 認識 し つつ 
も 、 こ れ ま で 重点 化 され に く か っ た 経過 が 
ある 。 


く 岩 手 フ ァ ン の 拡大 > 

@ 移 住 定住 施策 の ター ゲッ ト が 明確 に な 
っ て いな い 。 

谷 移 住 フェ エア な ど が 単発 に な っ て いて フォ 
ロー が 十分 で な い 。 


ぐ 移 住 情 報 の 発信 等 (UI ターン) > 


人 @ 産 災 以 降 U【 タ ー ン 希望 者 登録 数 は 増 


加 し て いる が 、 就 職 数 や 求人 数 は 増え て 
いな い 。 

@ 帰 卿 の きっ か け と な る キャ リア アッ プ 型 
の 就職 先 が 少な い 。 
@ 移 住 後 の 生活 設計 に 関わ る 情報 が 乏 
し い 。 

移住 情報 の 発信 等 (就農 )> 

@ 具 類 に よる 就農 へ の 支援 が 不 十分 

@ 間 農 半 X に お ける 、 農業 で の 一 定 程度 
の 所 得 確保 が 困難 
@ 就 諾 条件 が 厳し い 。 


施策 の 方 向 性 


> 役割 分 担 も 含め た 県 ・ 市 町 村 ・ 関 係 団体 が 一 
体 と な っ た 全 県 的 な 推進 体制 の 構築 (いわ て 定 . 
住 交流 促進 連絡 協議 会 の 再 構築 、 市 町 村 間 で 
の 取組 情報 共有 、 市 町 村 担 当 者 向け 研修 会 開 
催 な ど ) 

> 市 町 村 単 位 で の 推進 協議 会 立ち 上 げ の 検討 


と 世代 別 ・ 家 族 構 成 別 等 、 ラ イフ スタ イル に 応じ 


- | て 類型 化し 、 所 要 メ ニュ ー を 整理 (「 い わ て な ら で 


は の 暮らし 方 」 な ど 提 案 型 の 情報 提供 ) 

ヶ と 首都 圏 で の 移住 フェ ア の 実施 や 、 県 大 会 ・ い 
わ て 復興 応援 団 、 他 自治 体 か ら の 派遣 職員 等 を 
活用 し た PR の 強化 l 


ヶ を 産業 振興 施策 と 連携 し た 、U タ ー ン セン ター の 
活動 強化 や 、 支 援 機関 に よる 創業 支援 の 強化 
と 岩手 で の 暮らし の モデ ル 化 に より 、 具 体 的 な 
生活 イメ ー ジ シー ト ( カ ル テ 型 提案 書 ) を 希望 者 
に 提示 (生活 設計 全般 、 仕 事 先 、 住 宅 、 楽 し み 方 
等 ) 


と いわ て 型 半 農 半 X の 提案 に つい て 検討 (就労 
先 を 確保 し た うえ で 、 市 民 農 園 な ど 自 己 実現 型 
の 農業 か ら 始め 、 徐 々 に 本 格 化 させ る な ど 、 農 
の 捉え 方 を 柔軟 に 設定 ) 
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と ヶ 農業 体験 等 、 一 定期 間 を 経た うえ で 、U!I タ ー ン 
者 の 兼業 就農 に 対す る 支援 に 移行 . 
ぐ 移 住 情 報 の 発信 等 (住宅 支援 )> 
る 移住 定住 を ター ゲッ ト と し た 空き 家 対 策 | と 空き 家 活 用 ( 古 民 家 改 修 等 ) や 定住 促進 住宅 
を 含む 情報 提供 が 不 十分 ”| の 戸数 拡大 等 、 市 町 村 や 関係 機関 (不動 産業 者 
@ 居 住 ・ 挨 繕 可能 な 空き 家 が 少な い 。 等 ) と 連携 し た 取組 の 検討 
-| く 相 談 窓口 体制 > l 
@ 移 住 希 望 者 の 相談 窓口 が 分 散 し て お | と 国 の 制度 活用 等 に よる 、 首 都 園 で の 移住 コン 
り 、 多面 的 な ニー ズ 、 リ クエ スト に 応じ た 体 | シェ ル ジ ュ 配 置 等 に より 移住 希望 者 ご と の オー 
制 と な か っ て いな い 。 i ダー メー ド 型 支援 の 実施 を 検討 (カル テ 型 提案 
人 @ 移 住 ・ 定 住 相談 の 専門 家 不足 書 の 活用 な ど ) | 


て 交流 体験 推進 > 
久 体 験 型 教育 旅行 実施 学校 数 が 震 災 前 | > と 市 町 村 独 自 の 体験 ツア ー に 加え 、 広 域 で の ツ 


に 戻っ て いな い 。 アー の 実施 を 検討 (観光 、 都 市 と 農村 と の 交流 
体験 型 観光 や グリ ー ン ツー リズ ム に お | 事業 と の 連携 ) | 

いて 、 本 県 の 特徴 を 上 手 く 出 せ て いな い | > 学生 イン ター ンシップ 制度 (農業 体験 、 伝 統 芸 
く 移 住 体験 > 能 等 ) の 導入 検討 
.| @ 体 験 居住 の 受入 環境 が 不 十 分 - と 地域 の 受入 れ 態勢 を 指導 ・ 調 整 す る コー ディ 
| ネー ター の 育成 支援 を 検討 

< 移 住 者 了 才 口 一 > 

@ 移 住 後 の フ ォ ロ ー 体 制 が 不 士 分 で あ | と 全 県 及び エリ ア 別 の 移住 者 及び 受入 側 の ネッ 
り 、 移 住 先 で の ネッ トワ ー ク 形成 に 支障 | トワ ー ク 、 交 流 の 場 の 創出 

る 受入 側 の 住民 に も 移住 者 と の 関わ り 方 

に 不安 

<< 程 济 的 支援 策 > 

@ 移 住 定住 に 係る 経済 支援 策 が 不 十分 | と 移住 者 の ニー ズ に 基づく 各 ス テー ジ で の 支援 
(認知 不足 も 含む ) 策 を 再 構築 ・ 強 化 










※ 対策 本 部 で は 、 こ れ ま で 本 県 の 人 口 減少 の 最も 大 き な 原 因 で ある 出生 率 の 低 
迷 と 若年 層 の 社会 減 対策 と し て の 産業 振興 施策 、 定 住 促進 施策 を 中 心 に 整理 し 
て きた が 、 農林 水産 分 野 や 更 な る 女性 の 社会 進出 促進 施策 、 地 域 を 担う 人 材 を 

育成 する 施策 な ど 、 更 に 検討 分 野 を 拡大 し 、 引 き 続き 議論 し て いく こと と する 。 
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(4) 市 町 村 と の 協力 へ 市 町 村 支 援 ・ 協 人 体制 の 強化 


人 口 減少 は 、 地域 づく り を 担う 市 町 村 と の 連携 が 不可 欠 で あり 、 県 は 市 町 村 の 取 - 


組 と 一 体 と な っ て 、 対 策 に 取り 組ん で いく 。 

この た め 、7 月 に 設置 し た 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 等 を 通じ 、 本 中 間 報 告 に 
関す る 意見 交換 等 を 行い 、 市 町 村 と の 連携 を 更に 強化 し て いく と と も に 、 広 域 振 興 
局 を 中 心 に 積極 的 な 支援 体制 の 構築 を 検討 し て いく 。 


senna ii に ee に 
se 


/【 員 町 村 と 連携 し な が ら 検討 を 進め る べき 施策 の 例 】 N 
広域 で の 婚 活 イベ ント 開催 や 縁結び アド バイ ザー 設置 | 
| 妊産婦 ケア セン ター の 設置 
| 不妊 治療 給付 費 の 拡充 | 
| ・ 児童 生徒 を 対象 と し た 「 誕 生 学 」 等 出前 講座 
| 、 育児 アド バイ ザー の 設置 | 
| ・ 保育 施設 整備 
| ・ 成人 式 等 の 機会 を 捉え た U 1 ター ン ・ シ ステ ム へ の 情報 登録 の 促進 
| ・ 父母 等 へ の 県 内 企業 情報 の 提供 
|  ・・ 定住 に 関す る 取組 情報 の 共 | 
| ・ 空き 家 等 を 活用 し た 定住 促進 
| 移住 体験 ツア ー の 広域 化 
移住 者 等 の 地域 受入 コー ディ ネー ター の 育成 | 
| ・ 地域 お こし 協力 隊 制 度 の 積極 活用 | 
\ ・ 移住 者 の ニー ズ に 基づく 各 ス テー ジ で の 支援 策 を 再 構築 ・ 強 化 = ノ 


(5) 県民 総 参加 の 取組 県 民 運 動 に よる 人 口 減少 対策 の 展開 


APBD IL, 行政 の み で 解決 で きる 問題 で は な く 、 民間 の 方 々 と と も に 県 民 運 重 
的 に 展開 し て いく 必要 が ある 。 | 7 
県 と し て は 、 あ ら ゆ る 場面 ・ 機 会 を 通じ て 、 本 中 間 報 告 に 関す る 意見 交換 を 行う 


と と も に 、 以下 の と お り 企 業 を は じ め 民 間 の 方 々 と の 協 働 を 進め る こと に より 、 県 


民 総 参 加 に より 人 口 減少 へ の 対策 に 取り 組ん で いく 。 
また 、 企業 や 教育 機関 だ け で は な く 、 県 民 一 人 ひと り が 郷土 愛 の 醸成 や 地元 学習 
な ど ふ る さと を 考え る 取組 も 重要 で ある 。 
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① 民間 企業 等 


民間 企業 は 県 内 雇用 の 最大 の 受け 皿 で あり 、 企 業 の 方 々 に と っ て 県 民 は 現在 
も 将来 も 重要 な パー トナ ー で ある と の 認識 の 下 、 県 内 就職 希望 者 の 積極 的 な 雇 
用 、 子 育て し や すい 労働 環境 の 整備 等 を は じ め 、 若 者 な ど に と っ て 釣 力 ある 企 
業 と な る よう な 取組 な ど 引 き 続 き 理解 と 協力 を 求め て いく 。 

県 と し て も 、 国 に 対し 支援 制度 の 拡充 を 斉 え て いく と と も に 、 雇 用 の 場 の 確 
保 、 職 場 環 境 の 改善 に 向け た 支援 に 取り 組ん で いく 。 

一 方 、 本 県 は 、 有 効 求人 倍率 が 1. 0 を 超え る 状況 (平成 26 年 7 月 : 1.05) が 
続い て お り 、 一 部 の 業種 で は 募集 を 行っ て も 求職 者 が 不足 する いわ ゆる 人 手 不 
足 が 発生 し て いる 状況 に あり 、 企業 の 魅力 向上 や ミ スマ ッ チ の 解消 等 に も カカ を 
入れ て いく 。 


② 県 内 教育 機関 (大 学 、 専 修学 校 、 高 等 学校 $) 


・ 県 と し て は 、 こ れ ま で 「 学 校 ・ 地 域 の 協 働 に よる キャ リア 教育 推進 事業 」 や 「 キ 
ャ リア アッ プ サ ポ ー ト 推進 事業 費 補 助 」 な ど を 通じ し 、 イ ンタ ー ン シッ プ や 企業 訪問 
を 積極 的 に 推進 する な ど 県 内 企業 と 県 立 高 校 業 生 の マッ チン グ に 支 め て きた と こ 
ろ で ある 。 

各種 教育 機関 に あっ て は 、 特色 あ る 教育 や 研究 活動 に より 、 本 県 で 活躍 で きる 人 
材 の 育成 に 引き 続き 取り 組む と と も に 、 活 躍 で きる 場 と し て の 岩手 の PR や 、 就 職 
を 希望 する 卒業 生 の 選択 肢 を 広げ る よう 積極 的 に 県 内 企業 の 紹介 を 行う よう 、 一 層 
の 協力 を 要請 する 。 
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(6) 人 口 問題 対策 に 係る 推進 体制 の 強化 
人 口 減 少 は 、 平 成 21 年 に 策定 し た 「 い わ て 県 民 計画 」 ア クシ ョ ンプ ラン か ら 、 
一 貫 し て 県 政 の 重要 な 課題 と し て 掲げ て いる が 、 歯 止め が か か っ た と は 言え な い 状 ・ 
況 が 続い て いる 。 


県 と し て は 、 今 な お 、 人 口 減少 を 県 の 重要 課題 と し て 位置 づけ て お り 、 県 民 、 市 


町 村 、 団体 等 県 民 総 参加 の 取組 を 一 層 強 力 な も の と し て いく た め 、 推進 体制 の 強化 
を 図っ て いく 。 i . 


< 県 民 総 参加 の 推進 体制 > 





| 県民 民間 事業 者 | 
-o abe 


PEO GSS O ORS NS 


DB HS FT 





| PRTR H | 
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(7) 国 へ の 提言 国 を 挙げ て 行う べき 対策 の 提言 


人 日 減少 は 、 自然 減 、 社 会 滅 と も に 、 県 と し て 全力 で その 対策 に 取り 組む 必要 が 
ある こと は 当然 で ある が 、 一 方 、 国 の 政策 に 大 きく 影響 を 受け る こと か ら 、 国 が 地 
方 重視 の 政策 を 強力 に 推進 する こと が 重要 で ある 。 

今後 、 あ ら ゆ る 機会 を 捉え 、 次 の 事項 に つい て 国 に 対し 提言 を 行っ て いく こと と 
する 。 


【 提 8]. 
< 全 般 的 事项 > 
@ 使途 の 自由 度 の 高い 交付 金 等 の 創設 

人 口 減少 に 悩む 地域 は 財政 力 が 弱い 自治 体 が 多い こと か ら 、 全 国 で 人 品 
減少 対策 に 取り 組ん だ 場合 、 財政 面 か ら 施策 の 実行 力 に 差 が 付き 、 ま すま 
す 地 方 か ら の 人 口 流出 に 拍車 が か か る こと が 懸念 され る 。 人 口 減少 に 悩む 
地方 の 自治 体 が 、 地 方 独自 の 取組 を 行う 場合 に 活用 で きる 自由 度 の 高い 交 
付 金 の 創設 な ど 、 最 大 限 の 財政 的 な 支援 を 行う こと 。 


@ 地方 重視 の 経済 財政 政策 の 実施 
地方 の 人 口 は 、 地 方 と 全国 の 有効 求人 倍率 の 差 が 大 きい 場合 に 社会 減 が 拡 
大 する 関係 が 見 られ る と ころ で あり 、 国 は 、 地方 重視 の 経済 財政 政策 を 実施 
する こと 。 


@ 東日本 大 涯 災 津 波 か ら の 復旧 ・ 復 興 事業 を 応用 し た 取組 
東日本 大 震 災 津波 の 発生 に より 、 本 県 沿岸 部 か ら 多 く の 人 口 が 流出 し た 。 
震 災 か ら の 復旧 ・ 復 興 は 、 人 口 を 戻し ふる さと を 維持 する た め の 政 策 で あり 、 
人 口 減少 対策 と し て も 十分 応用 可能 な 政策 が ある 。 
国 は 、 類 炎 か ら の 復興 で 行っ て いる グル ー プ 補助 金 や 大 型 立地 補助 金 の よ 
うな 大 胆 な 政策 を 、 人 口 減少 に 悩む 地方 に お いて 実施 する こと 。 


< 个 别 事项 (自然 減 対策 ) > 
© 地域 少子 化 対策 強化 交付 金 の 恒久 化 
少子 化 の 要因 と し て あげ られ る 未婚 化 、 晩婚 化 対策 と し て 、 出会い の 場 の 
創出 や 結婚 支援 に 積極 的 に 取り 組む 必要 が あり 、 地 域 少子 化 対策 強化 交付 金 
の 人 恒久 化 、 対 象 範囲 の 拡大 な ど 、 自 由 度 の 高い 継続 的 な 財政 支援 を 行う こと 。 
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る 乳 効 児 医療 坦 助 世 等 の 全国 一 律 人 
乳幼児 や 子ども の 医療 費 助成 は 、 市 町 村 の 財政 力 の 差 な ど に より 助成 額 に 
差 が 見 られ る 状況 で ある が 、 本 来 、 医療 費 助 成 等 は 全国 どこ の 地域 に お いて 
も 同等 な 水準 で ある べき で あり 、 地方 の 財政 力 に より AL う 、 国 

と し て 、 十分 な 支援 制度 を 創設 re Oe, 













© 地域 ケア 体制 の 整備 
妊産婦 に 対す る ケア の 有無 は 、 第 2 子 、 第 3 子 の 出産 に 対す る 影響 が 少な 
か ら ず 存在 する と ころ で あり 、 市 町 村 が 行う 妊産婦 ケア 拠点 の 設置 、 人 材 の 
確保 ・ 育 成 等 に 対す る 補助 要件 を 緩和 する な ど 、 地 域 の 実情 に 応じ て 取り 組 
むこ と が で きる よう 、 既 存 補助 制度 を 自由 度 の 高い 仕組 み と す る こと 。 












@ 贈与 税 の 非課税 緩和 | 
結婚 や 子育て の 経済 的 負担 を 軽減 し 、 全 て の 男女 が 希望 する 子供 を 産み 育 

て られ る 社会 づく り を 実現 する た め 、 高齢 者 か ら 子 ・ 丈 世代 へ の 結婚 ・ 子 育 
TERTON SERONT MEBO FRRO REO EROR 
RIL OFT LICR MUI L. 











化 、 








@ 不利 益 取り 扱い の 禁止 の 徹底 
妊娠 ・ 出 産後 の 円 滑 な 職場 復帰 は 、 女性 の キャ リア 形成 の た め に 不可 欠 で 
あり 、 育児 休暇 、 看護 休暇 の 取得 促進 、 妊娠 ・ 出 産 に よる 不利 益 取扱 い の 禁 
止 の 徹底 な ど 、 こ れ ま で 以上 に 力 を 入れ て 取り 組む こと 。 | 










@ 多様 な 就労 形態 を 可能 と する 制度 の 創出 | 
女性 が 第 2 子 、 第 3 子 を 出産 する 動機 の 一 つ に 、 夫 の 育児 参加 の 有無 が 上 
げ ら れ て お り 、 時 短 勤務 な ど 男 性 が 家事 ・ 子 育て に ま 加 し や すい 働き 方 の 普 
及 や 制度 の 創設 に 取り 組む こと 。 | 











© フレ ックス な 働き 方 の 促進 
子育て 世代 の 若者 が より 子育て に 関わ れる 時 間 が 確保 で きる よう 、 サ マ | 

ー タ イム や 冬 時 間 な ど 、 自 由 度 の 高い 働き 方 の 在り 方 に つい て 検討 する と 
と も に 、 積 極 的 な 導入 を 図る こと 。 















© 育児 休暇 後 の キ ャ リア アッ プ 
育児 休暇 後 の 復職 や 再 就職 を 支援 する た め 、 職 業 訓練 の 充実 図る と と も 
に 、 ス キル アッ プ 、 キ ャ リア アッ プ 制 度 を 設け る 事業 所 に 対す る 財政 支援 を 
護 じ る 等 、 出 産後 の 女性 の 社会 参加 を 促進 する 体制 を 整備 する こと 。 
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ぐ 個 別 事項 (社会 減 対策 ) > 
@ 高等 教育 機関 の 地方 分 散 
全国 に は 775 の 大 学 が ある が 、 その 多く は 大 都市 圏 に 集中 し て お り 、 地 方 
で 希望 する 分 野 を 学ぶ こと が で き な い 若者 の 大 都市 へ の 集中 が 加速 し て い 
る 。 : 
大 学 の 自主 性 を 尊重 し つつ 、 地 域 バ ラン ス に 配慮 し た 大 学 定員 の 考え 方 の 
導入 や 地方 へ の 大 学 キ ャ ン パ ス 移 転 促進 の た め の 支援 策 の 創設 な ど 、 高 等 才 
育 機関 の 分 散 に つい て 検討 する こと 。 


© 地方 大 学 へ の 支援 

地方 大 学 は 各地 方 の 進学 ニー ズ に 沿っ て 開設 され 、 有 為 な 人 材 の 輩出 と 地 
方 の 活力 創出 に 貢献 し て きた 。 地 方 に お ける 大 学 の 役割 は これ まで に 増し て 
重要 で あり 、 優 秀 な 教員 の 確保 や 研究 費 の 増額 な ど 地方 大 学 の 魅力 を 高め る 
施策 に 取り 組む こと 。 


@ PRORHERODK 
地方 に お いて は 、 企業 の 本 社 機能 や 事務 系 企業 が 少数 で ある と と も に 、 研 
究 開 発 や も の づく り 等 の 技術 系 人 材 を 雇用 する 企業 が 不足 し て お り 、 若 者 の 
. 求職 ニー ズ を 満た せな い 状 況 に ある 。 | 
企業 の 本 社 機 能 や 、 大 学 、 研 究 機 関 等 の 地方 移転 を 促す 政策 誘導 を 行い 、 
地方 分 散 を 図る こと 。 


@ 地方 が 行う 企業 誘致 制度 へ の 支援 
_ 地方 が 企業 誘致 の た め に 行う 固定 資産 税 や 法人 事業 税 の 減免 に つい て 、 交 
付 税 の 減収 和 補てん 期間 を 延長 する な ど 、 適 切な 財政 支援 を 講じ る こと 。 


@ 創業 へ の 支援 | 
企業 へ の 就職 を 選択 し な い 若者 の 地元 で の 起業 に 対す る チャ レン ジ は 、 人 
口 が 減少 する 地域 の 魅力 を る 高め る 上 で 、 行 政 と し て も 支援 を 行う 必要 が あ 
る 。 
1 系 を は じ め 一 定 の 技術 を 持っ 人 材 が UI ター ン を し 、 新規 創業 等 を 行 
う 場 合 に 、 支 援 す る た め の 基 人 金 造成 や 助成 制度 の 創設 を 行う こと 。 
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© 国際 交流 人 口 の 拡大 

定住 人 中 の 減少 を 観光 江 よ る 国内 外 か ら の 交流 人 口 の 拡大 に より 補い 、 地 
域 社会 の 活力 を 維持 する こと が 必要 で あり 、 REAR MR OBO E 
外国 人 に よる 需要 で 補う こと は 重要 で ある 。 

現在 、 訪日 観光 客 の 増加 は 都市 部 に 集中 し て いる こと か ら 、 外 国人 観光 客 
の 地方 へ の 誘客 を 積極 的 に 行い 、 交 流 人 口 の 拡大 を 支援 する こと 。 

特に 東北 地方 の 外国 人 観光 客 は 、 い まだ に 振 災 前 の 6 割 の 水準 に と ど ま っ 

て お り 、 東北 地方 へ の 誘 寄 に つい て 特に 重 上 的 に 取り 組む こ と 。 


© 速達 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク 整備 ・ 利 用 促進 の 支援 
二 地 域 居住 や 介護 の た め の 休 日 移動 な ど 、 新 し い 居 住 の 仕組 み の 促進 や 地 
域 産 業 を 活性 化す る た め 、 都 市 間 交 流 ・ 連 携 を 阻害 し て いる 陰 路 を 解消 し 、 
短 時 間 で 結ぶ 速達 性 の 高い 道路 整備 を 行う と と も に 、 高 速 道路 利用 者 の 負担 
を 軽減 する 施策 に 取り 組む こと 。 
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(8) 県 庁 内 に お ける 取組 の 推進 
人 口 減少 に 対す る 様々 な 施策 ・ 対 策 の 中 に は 、 若 者 が 働き た く な る 職場 づく り 、 
子育て 世代 に 優し い 職場 さく りな ど 各 事業 所 に お いて 実施 すべ きも の も 多い こと 
か ら 、 ま ず は 県 が 率先 し て 取り 組ん で いく 。 


ぐ く 県 庁 内 に お ける 取組 > 

|o 超過 勤務 の 縮減 
業務 の 繁 閑 調整 ・ 平 準 化 の 徹底 や ICT の 利 活 用 等 に より 超過 勤務 を 縮減 し 、 

職員 の 仕事 と 生活 の 調和 を 図る 。 











人 @ 子育て 支援 制度 の 充実 と 利用 促進 
仕事 と 子育て を 両立 し や すい 新た な 働き 方 (テレ ワー ク 等 ) の 導入 検討 等 、 
子育て 支援 制度 の より 一 層 の 充実 を 図る と と も に 、 休 業 代替 職員 の 適切 な 配 
置 に 努め る な ど 、 協 女 と も に 支援 制度 を 利用 し や すい 環境 づく り を 進め る 。 












@ 男性 職員 の 家事 ・ 育 児 参 加 促 進 . 
男性 職員 を 対象 と し た 、 育 児 休業 の 取得 呼び か け 、 家 事 や 子育て に 関す る 
講座 の 開催 等 を 通じ て 、 男 性 職員 の 家事 ・ 至 児 参 加 を 促進 する 。- 





@ 女性 職員 の 活躍 推進 

育児 休業 中 の 職員 の 業務 スキ ル 維 持 を 支援 する た め の 取 組 le ラー ニン グ 
等 ) を 推進 する と と も に 、 女 性 職員 を 管理 監督 者 と し て 育成 する 人 材 育 成 制 
E (研修 等 ) の 充実 を 図り 、 女 性 職員 が 活躍 で きる 職場 環境 を 整備 する 。 











今後 、 こ の 中 間 報 告 に いた だ いた ご 意見 を 踏ま え 、 国 の 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 」 の 
動向 も 注視 し な が ら 、 農 林 水 産 分 野 や 更 な る 女性 の 社会 進出 促進 施策 、 地 域 を 担う 人 材 
育成 施策 な ど 、 更 に 検討 分 野 を 拡大 し 、 議 論 を 継続 し て いく こと と する 。 
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(あき 平成 26 年 度 当初 予算 に お ける 人 口 関係 事業 一 覧 (単位 : 百 万 円 ) 


。 入 口 減 少 その も の を 食い 止め る 


1 商工 [全開 
1 


| GRAD | 





バー グロ ー バ ル ハ イス クー ル 推 進 事業 
こ や か サポ ー ト 推進 事業 要 





| (商工 ) | 生涯 現役 ・ 全 員 参 加 ・ 世 代 継承 型 屋 用 創出 事業 草 補 且 
| on Peer 


SHAESUGERER 

! い わ て 青少年 育成 プラ ン 推進 事業 項 

| 青少年 育成 県 民 会 議 運営 費 補助 

1 男女 共同 参画 の 視点 か ら の 防災 ・ 復 異 に 関す る 普及 営 発 事業 
1 環境 王国 を 担う 人 づく り 事 業 費 。 
ETE 
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(参考 2) 中 間 報 告 まで の 検討 経過 


(開催 経緯 ( 主 な 議題 ) 
5/8 第 1 回 人 口 問題 研究 会 。 ・ 人 口 に 関す る 各種 情報 の 共有 に つい て 


6/10 第 2 回 人 口 問題 研究 会 ・ 人 口 減少 の 課題 及び 施策 例 に つい て 
検討 を 進め る 重点 分 野 の 選定 に つい て 


6/17 第 1 回 人 口 問題 対策 本 部  ・ 本 県 に お ける 人 口 の 動向 に つい て | 
・ 人 日 間 題 研究 会 に お ける 検討 状況 に つい て 


7/22 第 8 回 人 口 問題 研究 会 ・ 県 内 市 町 村 に お ける 人 口 の 動向 に つい て 
・ 重 点 施策 の 検討 


7/25 第 2 回 人 口 問題 対策 本 部 ・ 重 点 施策 の 検討 
7/28 JR TERT ALA D RDE SB 


8/8 第 4 回 人 口 問題 研究 会 ・ 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 に つい て 
重点 施策 の 継続 検討 


9/8 第 5 回 人 口 問題 研究 会 ・ 重 点 施策 の 継続 検討 
9/12 第 3 回 人 口 問題 対策 本 部 “重点 施 策 の 継続 検 対 
9/18 第 6 回 人 口 問題 研究 会 ・ 中 間 報 告 案 検討 


9/25 第 4 回 人 口 問題 対策 本 部 ・ 中 間 報 告 


※ 内 部 機関 
検討 グル ー プ …………… 人 口 問題 研究 会 の 中 に 設置 し 、 研 究 会 で 設定 し た 重点 施策 の 
集中 的 な 検討 を 担当 
ワー キン ググ ルー プ ・……・ 人 口 問題 研究 会 の 下 に 設置 し 、 デ ー タ の 取り まとめ や 各種 資料 
の 整理 等 を 担当 
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いわ て 未来 づく り 機 構 
ラウ ンド テー ブル 
石 手 県 | 二 お | ] る 


ad 人 口 減少 問題 の 論点 


平成 26 年 11 月 2 日 
一 般 財 団 法 人 岩手 経済 研究 所 
主席 研究 員 谷 藤 邦 基 


岩手 県 の 人 口 動向 


国勢 調査 人 口 の 推移 
1.449 
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资料 : 総務 省 「 国 勢 調査 報告 」 











人 口 動 向 は 地域 に よっ て 異な る 
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資料 : 総務 省 「 国 勢 調査 報告 」 











北東 北 3 県 + 宮城 県 を 比べ る と 
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岩手 県 内 で も 
地域 別に 異な る 動き 
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二 つ の 将来 人 口 推 計 
社 人 研 vs 創成 会 議 
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将来 人 口 推 
精度 が 高 
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八幡 平 市 
奥州 市 


A は 平成 22 年 国共 





調査 


B 
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、B は 平成 12 年 基準 の 平成 22 年 推計 人 口 


計 は 
HANTEN 


将来 推計 
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将来 人 口 推計 は 
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资料 :国立 社会 保障 全都 最 天 于 人 口上 r re MATE 








企业 立地 决定 件数 中 推移 


(高速 交通 網 の 整備 、 ブ ラ ザ 合 意 後 の 円 高 な ど が 寄与 ) 


件 誘致 企業 の 年 度 別 立地 件 数 
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資料 : 県 企業 立地 推進 課 調べ 





4 人 口 減少 の 主 な 要因 


a 雇用 機会 を 求め て 人 口 が 流出 (社会 減 ) 

a 働き 手 三 世帯 形成 層 の 流出 が 出産 年 齢 
AD (ANE) の 減少 を も た ら す 

a 出産 年 齢 人 口 の 減少 が 出生 率 の 低下 と 相 
まっ て 少子 化 を も た ら す (自然 減 ) 

a 以上 の メカ ニズム に より 、 岩手 の 場合 に は 
雇用 機会 の 減少 に よる 社会 減 が 出生 数 を 
減少 (自然 減 ) さ せる 悪循環 に 陥っ て いる 
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| 人 口 減少 対策 の ボイン ト 


① 人 口 減少 対策 の 最 優先 課題 は 安定 し た 
雇用 を 多数 創出 し て 社会 減 を 食い 止め る こ 
と に ある 

D その 上 で 、 若 者 が 結婚 ・ 子 育て を し や す 
い 環 境 を 整備 し 目 然 減 に 歯止め を か け て 
いく こと が 肝要 で ある 

※ 問題 は 、 雇 用 創出 が 従来 の 手法 で は 難 
し く な っ て き て いる こと 


AMEEN ER) 
"雇用 創出 効果 は 低下 傾向 ① 
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资料 : 自 企 业 立 地 推进 课 [ RESO BAM | 


AMEEN ER) 
"雇用 創出 効果 は 低下 傾向 ② 


本 県 製造 業 全体 の 従業 者 数 お よび 出荷 額 等 の 推移 
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資料 : 県 政策 地域 部 「 工 業 統計 調査 報告 書 」 
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WE ich CALS SEP TAY) * He fit A) i Se 
従事 者 の 減少 


050=]00 全 959-100 


















m0 - amiant |m 
Be, 1785 +-E ABE, 
1750 ] 2 -ERRA | 0 176.9 
1779 j 
1500 - 1500 - p SPiN AMN 
BE 141.2 
1050 + myn ere 1050 ] 
— eae | へ Fi 
1000 - a FE 98 1000 - 
a, so N , W 元 98.4 Be 2 
`, ` 生产 3g Re DE GRRE, 
750 - 750 - i 
N, 833 : 85.2 
a ie 管理 的 职业 674 
500 ] i “rece BENRRSS | c | 
55 。 0 HW 7 no no 2 S5 00 


HE Aaa BEL REA a 





給 号 所 得 者 の 年 収 は 
全国 的 に 下方 シフ ト の 傾向 


給与 階級 別 の 給与 所 得 者 割合 (全国 ) 
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0.0 5.0 10.0 
资料 : 国税 庁 長官 官房 企画 課 「 民間 給与 実態 続 計 調 査 」 


グロ ー バ ル 化 ・IT 化 と 


4 懂 用 (\ 仕 事 ) 创 出 只 方 同性 


岩手 県 経済 は 、 雇 用 面 で も ブラ ザ 合 意 や 中 国 と 
の 競争 な ど グ ロー バル 化 の 影響 を 受け て きた 
今後 は 、 イ ンタ ーネット や ロボ ッ ト な ど IT 化 の 影響 
も 拡大 「 中 国 と の 競争 」 か ら 「 機 械 と の 競争 」 へ 
中 長期 的 に は 、 平均 的 な 人 材 が 担っ て きた 平均 
的 な 仕事 が ロボ ッ ト ( 人 工 知能 ) 等 に 代替 され て 
いく 方 向 (Average is over) に あり 、 平均 的 な 人 
材 が 低 賃金 労働 に 従事 せ ざ る を 得 な く な っ て いく 
雇用 (仕事 ) 創 出 に は 、 上 記 ト レン ド を 踏ま えた 戦 
略 的 対応 が 求め られ る ( 国 に は この 観点 が な い ) 





(以下 、 参 考 資 料 ) 
社 人 研 お よび 日 本 創成 会 議 に よる 推計 人 口 (岩手 県 内 市 町 村 分 ) (単位 : 人 、%) 
f 創成 会 議 推計 

2010 年 2010 年 2040 年 若年 女性 人 日 変化 率 2040 年 2040 年 若年 女性 人 日 変化 率 
AH 20-397 MH 総 人 (2010 つ 2040) AJN 
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X な ぜ か が 無視 され て いる 
平成 16 年 の NIRA 研 究 報 告 


「 人 口 減少 と 総合 国 カ ン 人 的 資源 立国 を めざし て 」(NIRA チ ャ レン ジ ・ ブ ックス ) 






m 平成 16 年 に 総合 研究 開発 機構 (NIRA) が 、 人 品 
減少 を 国家 的 危機 と 捉え て 研究 プロ ジェ クト 実施 
我が国 の 人 口 は 50 年 後 (2050 年 ) に は 4 千 万 人 近く 

減少 し 9 千 万 人 と な る 

= 対応 策 と し て 2 つの 戦略 を 提言 
少 子 化 抑制 戦略 (危機 的 な 人 口 減少 に 歯止め ) 

人 口 減少 適応 戦略 (人 口 減少 に 適応 し た 社会 を 作る ) 

X 現在 の 国 レベ ル の 議論 は 人 口 減少 抑制 策 と 
適応 策 が 区 別 さ れ な いま ま 進 め ら れ て いる 印象 
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